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  まちづくりアクションプログラム(案)  

 

 

 

 
 

  

施策の大綱 

 

１．自然豊かな美しい環境を育む 【自然・景観】 

２．安全で心地よい環境を育む  【都市基盤・生活環境】  

３．元気と心かよう安らぎを育む 【健康・福祉】   

４．未来をひらく人と文化を育む 【教育・文化】  

５．創造性豊かな活力を育む   【産業】     

６．みんなが誇れるまちを育む  【行財政、自治・まちづくり】  

 
 平成２２年９月２２日現在 

 

  神奈川県 松田町 



    

 

 

 



    

 

 

■ まちづくりアクションプログラム（案） 

 
将来像である「緑と清流のまち、ゆとりを楽しむ きらめく松田」の実現に向けて、

次の６つの柱（目標）を掲げ、定住化「住みやすい・生活しやすい」の実現をめざしま

す。 

            「施策の大綱」 

 
●第１章 自然豊かな美しい環境を育む 【自然・景観】 

  P１～P13 

○第１節 緑と清流を活かした環境づくり 

    １．土地利用（まちづくり戦略事業） 

    ２．河川・砂防・治山 

    ３．景 観（まちづくり戦略事業） 

○第２節 環境に配慮したまちづくり 

    １．自然環境の保全（まちづくり戦略事業） 

    ２．ゴミ処理対策 

    

●第２章 安全で心地よい環境を育む 【都市基盤・生活環境】  

P14～P40 

○第１節 暮らしやすい生活環境づくり 

     １．新松田駅・松田駅周辺の整備（まちづくり戦略事業） 

    ２．骨格的道路網（国道・県道、幹線町道）と生活道路 

    ３．公共交通（鉄道、路線バス、コミュニティバス） 

（まちづくり戦略事業） 

    ４．公園・緑地  

    ５．住宅対策（まちづくり戦略事業） 

    ６．水道事業 

    ７．下水道・生活排水施設整備 

○第２節 安全・安心なまちづくり 

    １．消防・救急 

    ２．防災対策（まちづくり戦略事業） 

    ３．防犯対策 

    ４．交通安全対策（まちづくり戦略事業） 

    ５．消費者の保護 

 

 

 

 

 



    

 

 

●第３章 元気と心かよう安らぎを育む 【健康・福祉】   

P41～P58 

○第１節 生き生きと暮らせるまちづくり 

    １．健康づくりと地域医療（まちづくり戦略事業） 

    ２．地域福祉（まちづくり戦略事業） 

    ３，社会保障 

○第２節 多様な福祉サービスの提供 

    １．児童福祉（まちづくり戦略事業） 

    ２．高齢者福祉（まちづくり戦略事業） 

    ３．障害児・者福祉 

 

●第４章 未来をひらく人と文化を育む 【教育・文化】  

 P59～P72 

○第１節 次代を担う人づくり 

    １．幼児教育と学校教育（まちづくり戦略事業） 

    ２．青少年健全育成 

○第２節 いつでも、だれもが学べる環境づくり 

    １．生涯学習（まちづくり戦略事業） 

○第３節 豊かな文化の創造とスポーツの振興 

    １．地域文化の創造 

    ２．スポーツ・レクリエーション 

 

●第５章 創造性豊かな活力を育む 【産 業】    P73～P80 

○第１節 魅力ある農林業の振興 

    １．農林業の振興（まちづくり戦略事業） 

○第２節 活力を創造する商工業の振興 

    １．商工業の振興（まちづくり戦略事業） 

○第３節 地域の資源を活かした観光の振興 

    １．観光の振興（まちづくり戦略事業） 

 

●第６章 みんなが誇れるまちを育む 【行財政、自治・まちづくり】  

P81～P94  

○第１節 町民・地域自治を育む 

    １．地域コミュニティと自治の育成（まちづくり戦略事業） 

    ２．町民参加・主体のまちづくり 

    ３．人権・男女共同参画 

○第２節 創造的な行財政運営の推進 

    １．行政運営 

    ２．財政運営 

    ３．広域行政 
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第１章 自然豊かな美しい環境を育む          〈自然・景観〉 

第１節 緑と清流を活かした環境づくり 

 １．土地利用 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●人口減尐が全国的に進むなかで、神奈川県全体では増加の傾向となっていますが、

本町の人口は平成７年を境にして緩やかな減尐傾向が続いており、今後、限られ

た町土をどのような土地利用方針で利用または保全していくかという新たな課題

があります。 

●既成市街地においても、空き家や空き店舗等の問題だけでなく、更新時期を迎え

た建物の再編や土地利用転換にあたり、今後どのような都市構造をめざし、どの

ような土地利用を誘導していくかという都市計画的なビジョンも求められ、地域

の課題に対応した新たな土地利用規制を検討し、誘導することも求められていま

す。 

●町の魅力を創出し、活性化を促進する要素としては、鉄道駅周辺における基盤整

備水準の向上や中心市街地のまち並み形成、充実した商業施設等の配置といった

問題についても重要な課題となっています。 

●国土（地籍）調査の実施については、国が積極的な支援・推進を行っていますが、

本町においても早期の再開に向けた検討が求められています。 

●松田警察署の老朽化に伴う建替えには、敷地の拡幅が必要となっています。 

 早期に警察機能の強化を図るためには、町の積極的な支援が求められています。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

国土（地籍）調査の進捗率 1.1％ 1.4％ 

都市計画（線引き）見直しの実施 第６回見直し 第７回見直し 

町の健全な発展と、町民が誇りをもって住み続けることができる、魅力ある都

市環境の形成及び自然環境の保全をめざし、広域的な土地利用の動向と地域特性

を踏まえながら、適正かつ合理的な土地利用を進めるとともに保全を図ります。 

建物の更新や新たな土地利用が順次行われつつありますが、無秩序な開発は行わ

れず、都市的な土地利用と自然的な土地利用が調和し、良好な市街地の発展と自然

環境の保全が図られています。 

未利用町有地の有効活用等により、地域の個性を活かしたまちづくりが進めら

れ、良好な生活環境が保たれた快適なまちが形成されています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 総合的な土地利用の推進               

方針・目標 

 

社会情勢の変化や地域の課題等に対応するため、必要に応じて松田町特

定地域土地利用計画や都市計画等の見直しを進めます。 

松田警察署の建替え事業には、用地を確保し支援をしてまいります。 

兼ねてからの懸案となっています、旧老人憩いの家跡地周辺の土地の利

活用については、最終的な方針を出して解決を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

松田町特定地域土地利用計画・

都市計画等の見直し 
町 

計画等の見直し 

 

 

 

 

旧老人憩の家跡地整備事業 
町民 

町 

整備事業の推進 

 

 

 

 

施  策 自然と暮らしが共存する環境の整備          

方針・目標 

開発事業では、松田町まちづくり条例による自然環境保全の基準により

周囲の自然景観やまち並みの調和を図ります。また、採石跡地の利活用

を民間活力の導入方法などを含め、環境に配慮した土地利用を検討し、

有効活用を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

開発事業の適正な誘導 町 
保全基準等の見直

し・適正な誘導 

 

 

 

 

 

施  策 新時代に向けた積極的な土地利用の推進        

方針・目標 

定住化対策として、未利用町有地、町営住宅跡地などの有効活用を進め、

新時代の町民ニーズに対応した土地利用を進めます。 

旧砂利線跡地などの未利用町有地や町営住宅跡地を、民間活力の導入によ

り有効利用を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

良好な住宅団地の検討 

町民 

事業者 

町 

町有地等の有効活

用の評価・見直し 

 

民間活力の導入に

よる有効利用 
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施  策 国土（地籍）調査の推進 

方針・目標 
土地の境界・面積等の実態を明確にし、土地取引の円滑化や災害復旧を

容易にするため、地籍調査を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

国土（地籍）調査の推進 町 
調査の推進・評価 
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 ２．河川・砂防・治山 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●本町には、神奈川県が管理する二級河川の中津川、虫沢川、酒匂川や川音川の４

河川があります。 

●酒匂川や川音川では親水広場が整備され、グラウンドやパークゴルフ場として多

くの町民に利用されているほか、中津川では地域の環境に配慮した生物の住息環

境などが整備されています。 

●二級河川においては、護岸の未整備箇所がみられるほか、河床低下や土砂堆積、

草木の繁茂による河川機能の低下や河川環境の改善に向けた対応を進めていく必

要があります。 

●山間地での土石流などの被害を防止するための砂防、治山施設の整備のほか、町

管理の小河川や水路などの改修及び維持管理を促進していく必要があります。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

河川・砂防・治山施設の整備 
県に対して積極的に要望し地域との調整

を継続的に図っている 

安全で潤いのある河川空間を創造するため、治水機能とともに動植物の生態系

を考慮し親水性を踏まえた、護岸整備を県に要望します。 

土石流などによる被害を防止するため、砂防施設、治山施設の計画的な整備促

進を県に要望します。 

小河川、水路の点検・整備を図り、機能の向上を図ります。 

 河川の護岸や砂防・治山施設の整備が順次進められた結果、災害への対応として、

水害や土石流などから生命、財産を守る機能が向上しました。 

また、小河川・水路の改修により身近な生活環境の向上が図られています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 河川の整備 

方針・目標 
河川の氾濫等の災害を防止するめ、護岸整備の促進及び河床整理等を進 

めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

県に対して積極的に要望し、地

域との調整を図る 

県 

町 

継続要望・調整 

 

 

 

 

 

 

施  策 砂防施設の整備 

方針・目標 
土石流などの被害を防止するため砂防指定河川の計画的な整備を進めま 

す。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

県に対して積極的に要望し、地

域との調整を図る 

県 

町 

継続要望・調整 

 

 

 

 

 

施  策 小河川・水路の点検・整備 

方針・目標 
小河川・水路の点検を実施し計画的な整備を進めます。 

 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

点検及び水路の維持管理 町 
計画的整備の評価・

見直し 

 

 

 

 

 

施  策 治山施設の整備 

方針・目標 
山間地の地すべりや土石流などの被害を防止するため治山事業を進めま 

す。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

県に対して積極的に要望し、地

域との調整を図る 

県 

町 

継続要望・調整 
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 ３．景 観 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●平成 16年に景観法が新たに制定され、景観そのものの整備・保全に関する法律が

整備され、神奈川県ではおおむね平成 24年度までに県内全ての市町村が景観行政

団体（景観行政を独自に担う団体）となることを目標にしており、景観行政団体

となった市町村の数は全国でも最先端を進んでいます。 

●本町でも、景観行政団体への移行と景観計画の策定を推進することが求められて

おり、魅力あるまちづくり・景観づくりに向けて良好な自然景観の保全や、地域

の個性ある景観づくりの核として景観上重要な建造物（建築物及び工作物）、樹木

等の保全等を適切に行っていく必要があります。 

●その他市街地における都市景観においても、魅力的な市街地が形成されるよう必

要な支援を行う必要があります。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

景観計画の策定状況 未策定 策定済み 

地域主体の景観づくりを推進するため、景観行政団体への移行、景観計画の策

定をめざします。 

良好な景観の形成・保全を図るため、景観計画の区域を定め、景観重要公共施

設等（建造物、樹木）の指定や必要な規制を検討します。 

その他必要に応じ地区レベルで計画的な市街地やまち並みが形成・保全される

よう制度等の検討に努めます。 

景観行政団体への移行に伴い景観計画の策定も行われ、魅力的なまち並みや景観

の形成に向けた取り組みがスタートし、計画にもとづき町・町民・事業者等が一体

となって、各々が景観に貢献していくという意識が高まり、良好な景観の保全や形

成に向けた取り組みが進められています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 景観行政団体への移行及び景観計画の策定、推進 

方針・目標 景観計画を定めることにより、景観の整備及び保全に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

景観行政団体への移行 

景観計画の策定、推進 
町 

計画策定 

 

計画の推進 

 

 

 

施  策 魅力的なまち並みの整備               

方針・目標 地域の特性に応じ、計画的な市街地やまち並みの形成に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

地区計画、まちづくり協定、 

建築協定 

町民 

事業者 

町 

計画の評価・見直し 

 

 

 

 

 

景観ガイドラインの作成 町 
ガイドラインの作

成・評価 
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第２節 環境に配慮したまちづくり 

 １．自然環境の保全 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●平成 17年２月に京都議定書が発効されるなど、環境問題は地球規模の大きな課題

として認識されています。 

●本町は豊かな自然環境に恵まれていますが、都市化の影響や林業の衰退によって

森林の荒廃や水環境の悪化が顕在化しています。 

●こうした状況を踏まえ、県では寄地区を水源地域として水源かん養など森林の持

つ公益的機能を高める「水源の森林づくり」に取り組んでいます。 

●本町でも水質保全対策など良好な自然環境を保護するとともに自然と共生した地

域づくりを進めていく必要があります。 

●清潔できれいな環境を創出・保全していくために、本町では環境美化推進委員と

連携して、地域における環境美化に努めています。また、足柄上地区では、県と

各市町が連携して不法投棄撲滅運動を展開していますが、生活様式の多様化とモ

ータリゼーションの普及にともない、県道、町道、農道などに接している山間地

や沢・河川など広範囲にわたり廃棄物の不法投棄が増えているのが現状です。 

●このための環境パトロール員を配置して、不法投棄の防止と撤去に努めています

が、多額の費用を要することから、地域住民の協力による不法投棄撲滅に向けた

取り組みを強化する必要があります。 

本町の森林や清流などの自然環境は、町域のみならず丹沢山系の貴重な資源で

あるという観点に立ち、生活の基盤で豊かな恵みの源である自然環境を守るとと

もに、自然の魅力を活かし、かつ損なうことなく次代に継承していくため、多様

な自然とふれあいを享受できる場の整備に努めます。 

環境美化の意識づくりでは、環境問題に対する一人ひとりの意識を高めるため、

普及活動の推進に努めるほか、ごみのポイ捨て防止などマナーやモラルの向上、

不法投棄防止対策に取り組み、環境にやさしいまちづくりを進めます。 

また、自然環境への負荷の軽減に向けて、公用車として低公害車や低燃料車、

電気自動車などの導入を進めます。 

環境美化推進委員を中心に、環境パトロールが継続的に実施されています。 

また、子ども会・各種団体等の参加による中津川・酒匂川・川音川の河川清掃も

引き続き実施され、ごみのポイ捨て防止運動など環境美化の意識向上が図られてい

ます。 

また、町公用車においては、環境に配慮した低公害車等の導入が進んでいます。 
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●また、暮らしを取り巻く様々な環境問題を解決するため、町民一人ひとりが身近

な問題として捉え、地域ぐるみによる住みよい環境づくりを展開していくことが

必要です。 

●町においても自然環境への負荷の軽減に向けて、公用車は、低公害車や低燃料車、

電気自動車などの導入を進め、自然環境にやさしいまちづくりを進めていく必要

があります。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

低公害車等の導入 ２台 ６台 

太陽光発電による総発電量 120ｋｗ 440ｋｗ 

環境美化運動への参加者数 930 人 1,000 人 

     

〔実行計画の内容〕 

施  策 水環境の保全 

方針・目標 
寄地区における生活排水処理施設の整備による水源汚濁の防止に努めま

す。また、水源地域などの廃棄物の不法投棄に対し、町民及び関係機関

との連携による防止体制を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

美化キャンペーン及び不法投棄

パトロールの実施 

町民 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 
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施  策 環境保全意識の向上            

方針・目標 
自然観察などによる環境教育を進めることにより、自然環境の保全に関

する意識の向上に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

環境教育の推進 
町民 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

 

自然館の維持管理 
町民 

町 

維持管理の評価・見

直し 

 

 

 

 

体験学習等の実施 
町民 

町 

事業の実施・評価 

 

 

 

 

 

施  策 自然と人の豊かなふれあいの確保 

方針・目標 
生態系に悪影響を与えないよう十分留意しながら、自然と親しむハイキ

ングコース・遊歩道などの維持管理と整備を進めることにより、自然保

護への意識の高揚に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

ハイキングコース・遊歩道の維

持管理と整備 
町 

維持管理と整備の

評価・見直し 

 

 

 

 

 

施  策 地球環境対策 

方針・目標 
二酸化炭素の排出量を削減するため、町民や事業者に対し、主体的な取

り組みを進め、資源やエネルギーを大切にするまちの実現に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

地球温暖化防止実施計画の推進 

町民 

事業者 

町 

事業の評価・見直し 
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施  策 美化運動への連携づくり 

方針・目標 
町民の環境美化意識の向上を図るため、自治会・各種団体・企業及びボ

ランティアなどとの連携による地域ぐるみの環境美化を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

酒匂川統一美化キャンペーン 

丹沢大山クリーンキャンぺーン 

町民 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

 

 

 

施  策 ごみのポイ捨て防止及び不法投棄の防止 

方針・目標 

「松田町まちづくり条例」の周知・啓発を進め、吸殻などのポイ捨て防

止及びペットの飼い主のモラルやマナーの向上に努めます。また、地域

における監視・パトロール体制を強化するとともに、警察・県及び関係

機関との連携に取り組み、ごみの散乱防止、不法投棄防止対策を進めま

す。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

環境パトロール業務委託 

町民 

事業者 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

 

 

不法投棄パトロールの実施 

町民 

事業者 

行政 

事業の評価・見直し 

 

 

 

 

 

 

施  策 花とみどりづくりの促進         

方針・目標 

市街地の公共用地、松田山の荒廃又は無耕作農地などへの草花や花木

の植栽を進め、緑を活かした潤いのある生活環境を創出することによ

り、町民の緑化意識の向上に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

花とみどりいっぱい事業 町民 

事業者 

町 

事業の評価・見直し 
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 ２．ごみ処理対策 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●これまでの社会経済活動が、大量生産・大量消費・大量廃棄型であり、現在その

影響により環境への負荷が高まっています。また、廃棄物・リサイクル対策を取

り巻く状況として、人口の減尐により廃棄物の発生量は微減しています。現況と

しては、廃棄物の分別は多様化しており廃棄物の処理施設及び最終処分場のひっ

迫などの問題が生じています。このような問題を解決していくには、環境の負荷

の低減をするための施策に取り組む必要があります。 

●循環型社会形成推進基本法などにもとづき、町民一人ひとりが廃棄物などの発生

を抑制するとともに、再使用及び再利用を進めることにより減量化及び資源化を

進めるよう周知していく必要があります。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

リサイクル率 21％ 30％ 

１人が１日に家庭から排出するごみの量 930ｇ 860ｇ 

快適な生活環境のまちづくりに向けて循環型社会をめざし、限られた資源の有

効活用と更なるごみ減量化を進め、町民、事業者及び町が一体となって連携を強

化し、分別回収の徹底と資源回収などのリサイクル制度の周知を進めます。 

廃棄物の３Ｒ運動の推進・分別・排出抑制が進んだため、資源の有効活用と廃棄

物の減量化が図られています。 

また、足柄東部清掃組合への廃棄物の搬入が減尐したため、処理施設・最終処分

場の延命が図られています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 ごみ収集対策 

方針・目標 

資源化の問題、ゴミの負担金の問題を背景にこの事業を取り組むことが

必要であります。 

収集カレンダーの配布やイベントなどを通じて、ごみの分別意識の向上

を図り分別収集の徹底に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

ごみの分別収集の推進 

町民 

事業者 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

 

 

 

施  策 ごみ処理対策 

方針・目標 

一般家庭系、事業系ごみの分別排出の徹底を進めるとともに、集積所周

辺の環境美化に対する指導を強化します。 

ごみの資源化、減量化を進めるとともに、再使用、再利用の啓発を図る

など、３Ｒ運動の推進に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

資源ごみの実情に合わせた分別

収集の推進 
町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

 

 

３Ｒ運動の推進 
町民 

町 

事業の評価・見直し 
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第２章 安全で心地よい環境を育む       〈都市基盤・生活環境〉 

第１節 暮らしやすい生活環境づくり 

 １．新松田駅・松田駅周辺の整備 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●現在の駅周辺地区は、古くから市街地が形成されてきたことから、駅前広場や幹

線道路の整備水準が十分でなく、交通機能の改善や中心市街地の活性化、利便性

の向上、魅力の創出等が重要な課題となっています。 

●こうした状況を踏まえ、駅周辺地区における総合的な機能の更新を図るため、新

松田駅南口への改札口開設にともない、本町では現在、大規模事業として新松田

駅南口駅前広場等の基盤整備事業を推進していますが、関連事業として県道 711

号線（小田原松田線）の歩道設置事業についても引き続き県により事業の推進が

図られる必要があります。 

●今後も、駅周辺の総合的な整備のあり方について検討を進める必要がありますが、

特に町の玄関口である新松田駅北口のあり方や整備手法等については、具体的な

方向性を定めることが求められています。 

●町民アンケート調査での今後の取り組みの必要性が高い、新松田駅南口駅前広場

等整備事業の早期完成とともに、新松田駅北口周辺整備の検討を進めていく必要

があります。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

新松田駅南口駅前広場等整備事業の進捗

率 
54％ 100％ 

新松田駅北口周辺整備の検討 準備中 調査・計画検討中 

駅周辺地区は、駅前広場・道路等の基盤整備事業や都市計画制度等の導入を総

合的に推進することによって、交通結節点としての立地特性を活かした広域的な

玄関口としての機能を高め、町の中心市街地として都市機能の向上と魅力の創出

を図ります。 

新松田駅南口周辺の整備により交通機能が改善され、南口利用者が安全で便利に

利用できる環境が整っています。 

また、新松田駅北口周辺整備の検討が進められ、安全性及び利便性の向上、中心

市街地の活性化、魅力の創出等につながる施策が段階的に行われています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 新松田駅南口駅前広場等整備事業の促進     

方針・目標 
関係機関と調整を取りながら今後も引き続き事業を進め、早期の供用開 

始に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

効率的・効果的な整備 町 
整備事業完了 

 

 

 

 

施  策 新松田駅北口周辺整備の検討          

方針・目標 
新松田駅北口やまちの回遊性に合わせた駅周辺の整備について検討を行

い、調査・計画を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

整備のあり方について検討、調 

査及び計画 

町民 

事業者 

町 

整備のあり方検討 

  

 

～ 調査・計画 

 

 

環境等に配慮した持続可能な移 

動手段の検討 

町民 

事業者 

町 

調査  社会実験 

 

 

 

 

施  策 地区計画等まちづくり手法の導入に向けた検討       

方針・目標 地域の特性に応じ、計画的な市街地やまち並みの形成に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

新松田駅周辺地区 地区計画導

入構想 

町民 

事業者 

町 

地区計画の導入に

向けた検討 
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 ２．骨格的道路網（国道・県道、幹線町道）と生活道路 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●道路網では、東名高速道路や国道 246 号線、255 号線及び主要地方道を含めた県道

５路線が骨格的な道路として通っていますが、寄地区へは幹線道路が１路線しか

なく、急傾斜の山間地を通る道となっています。 

●町内道路においては、県道でも歩道がない路線やバリアフリー化されていない箇

所があるほか、渋滞の緩和や交通安全などの視点から交差点の改良などを進めて

いく必要があります。 

●町道では道路幅員が狭く、歩道のないところも多く、安全性や利便性、防災面な

どを踏まえると、町道や生活道路の拡幅・改良を進めていく必要があります。 

●定住化の促進や未利用地の活性化にあたり、道路の新設・改良が必要な地域につ

いては計画的な整備を行う必要があります。 

●道路台帳の整備、橋梁の長寿命化や耐震化を進め、道路や付属施設、橋梁などの

計画的な維持管理に努めていく必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

町道の面積（全体）：新設・拡幅改良等 346,000 ㎡ 347,000 ㎡ 

生活や産業活動を支える道路づくりは、県道などの主要路線では拡幅改良・歩

道の整備やバリアフリー化を進めるとともに、良好な道路景観を推進します。 

町道や生活道路は幹線道路整備との連携、緊急度・優先度を考慮し、生活の利

便性の向上及び安全性の確保に努めます。 

県道や町道の新設・改良等が順次進められてきた結果、道路の利便性や安全性が

徐々に向上されています。便利で安心して利用できる道路の整備に向け、継続した

取り組みが行われています。 

また、新東名高速道路の事業が進行しています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 新東名高速道路等整備に伴う関連道路網の計画確立の要望 

方針・目標 
新東名高速道路及び国道２４６号線バイパス計画に伴い、連絡道路の計 

画を確立するように関係機関に要望します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

関係機関に対して積極的に要望 

し、地域との調整を図る 

国 

県 

町 

要望・調整 

 

 

 

 

 

 

施  策 道路網計画の調整 

方針・目標 
都市基盤としての道路整備を促進し、交通需要に対応した道路計画につ 

いて、関連機関と調整します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

関係機関及び地域との調整 

国 

県 

町 

関係機関と調整 

 

 

 

 

 

施  策 県道の新設・改良促進の要望 

方針・目標 県道の線形改良・拡幅・歩道設置などを県に要望します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

関係機関に対して積極的に要望 

し、地域との調整を図る 

県 

町 

要望・調整 

 

 

 

 

施  策 町道・生活道路の整備促進 

方針・目標 
幅員が狭小な道路の拡幅などに努めるとともに道路の維持管理の充実を 

図り、安全性・利便性を備えた道路の整備を進めます。また、新設改良 

を必要とする路線について計画的な整備を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

効率的・効果的な整備 町 
計画的な整備の評

価・見直し 
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施  策 橋梁の計画的な維持管理 

方針・目標 橋梁の長寿命化及び耐震化を計画的に進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

効率的・効果的な計画策定及び

事業実施 
町 

計画策定及び評価・

見直し 

 

 

 

 

 

施  策 道路台帳の整備 

方針・目標 道路の新設改良等に対応した道路台帳の整備に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

道路台帳の整備 町 
台帳の整備・見直し 
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 ３．公共交通（鉄道、路線バス、コミュニティバス） 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●地域公共交通については、ＪＲ御殿場線、小田急線や路線バスが運行しています。 

●小田急線等の運行体制の充実及びバスの経路や本数等、地域公共交通の利便性の

向上に課題が残っており、地域の公共交通の充実・確保が必要です。 

●第一生命の機能移転等に伴い、路線バスの減便が危惧されるため、路線バスの維

持と同時に、「デマンドバス運行」の本格導入に取り組み、地域公共交通の充実・

確保を進める必要があります。 

●本町では、地域公共交通との連携を踏まえ、学生を対象に富士急湘南バスの路線

バスにおける通学定期助成事業を平成 21年８月から実施しています。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

交通の利便性が悪いと感じている町民の

割合 
32.9％ 10.0％ 

      

    

 

 

本町の公共交通の充実・確保を図るため、小田急線等の運行体制の充実に努め

ます。 

また、路線バスの維持と同時に、定住化施策事業のデマンドバス運行を実施し、

交通弱者等の対策を進め、公共交通サービスの向上に努めます。 

小田急線新松田駅を中心とした地域公共交通の利便性が向上し、デマンドバスの

導入による路線バス空白地帯等の補完が進み、環境にやさしく、誰もが利用しやす

い地域交通ネットワークが充実しています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 鉄道運行体制の充実 

方針・目標 新松田駅停車ロマンスカー・急行列車本数増加の要望を継続します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

鉄道事業者への要望の継続 
事業者 

町 

要望の継続 

 

 

 

 

 

施  策 バス交通の充実              

方針・目標 

路線の整備拡充や運行本数の増便、東名バスの有効利用など関係機関に 

要望するとともに環境にやさしく、すべての人に利用しやすい車両の導 

入を進めます。 

町民からの要望の高い町内循環バス（デマンドバス）の導入について検 

証を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

路線バスの運行維持対策の推進 
事業者 

町 

要望の継続 

 

 

 

町内循環バス（デマンドバス）

の本格運行に向けた地域公共交

通会議の開催等 

町民 

事業者 

町 

実証運行（３年間） 

 

本格運行 
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 ４．公園・緑地 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●本町は豊かな森林を抱え、市街地には酒匂川、川音川の二大河川による水辺空間

が形成されているなど自然環境に恵まれており、都市計画公園及びその他の公園

11 箇所、児童遊園地 11箇所が整備されています。 

●今後、高齢化の進行や余暇時間の増大など社会環境の変化にともない公園利用者

の増加が予想され、さらに町民の健康志向の高まりや防災に対する意識の高揚な

どから、公園に求められる機能も多様化し、誰もが利用しやすい魅力ある公園の

整備と適正な配置が求められています。 

●一方、都市化の進展にともなう空地及び農地の減尐などで、用地の確保が困難な

状況であります。このようなことから、今後も、町民のやすらぎや潤いの創出、

環境空間づくりを検討するとともに、公園や児童遊園地の維持管理が必要となっ

ています。また、緑化推進活動を通じて町民自ら緑を守り育てる担い手となるよ

う、緑化に対する意識の高揚に向けての取り組みが必要となっています。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

町民１人当たりの都市公園整備面積 5.6 ㎡ 5.8 ㎡ 

緑化推進による満足度 16.3％ 38.0％ 

自然とのふれあい、憩い、軽スポーツ、レクリエーションの場としての公園や

児童遊園地の充実を進めるとともに、計画的な施設の整備と維持管理に努めます。 

また、緑化推進活動を通じて町民自ら緑を守り育てる担い手となるよう、緑化

に対する意識の高揚を図ります。 

公園や児童遊園地の計画的な施設整備や維持管理により、誰もが身近に、気軽に

利用できる環境が整っています。 

また、緑化推進活動を通じて緑化意識の高揚が図られ、町民の自主的な緑化への

取り組みが行われています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 公園などの整備・維持管理 

方針・目標 

活力ある長寿社会の形成、健康の維持増進、コミュニティの形成などの 

多様なニーズに対応した公園や児童遊園地の施設整備と機能拡充を進め 

るとともに維持管理に努めます。 

公園は町民全体の共有財産であるという認識を深め、利用マナーの向上 

を図るほか、町民の自主的な維持管理の継続を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

公園などの整備及び維持管理 
町民 

（自治会他） 

町 

維持管理の評価・見

直し 

 

 

 

 

最明寺史跡公園の整備及び維持

管理 
町 

維持管理の評価・見

直し 

 

 

 

 

公園施設長寿命化計画の策定及

び推進 
町 

計画策定及び評価 

 

計画の推進 

 

 

施  策 緑化意識の高揚と緑化の推進 

方針・目標 

町民の緑化に対する認識を深めるため、広報紙やホームページによる啓 

発のほか、自治会や企業の協力により実施している花いっぱい運動を継 

続するなど緑化事業を進めます。 

また、市街地内の良好な緑地について、保全に努めるとともに、道路や 

公共施設等の緑化の推進と町民の緑化活動の支援に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

緑化意識の高揚及び緑化の推進 
町民 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

 

施  策 子どもの館の活動の充実 

方針・目標 
子どもの夢と創造力を豊かに育てる文化環境の充実を図り、伝統文化の 

継承や文化活動の拡充に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

子どもの館における文化環境の

充実 

町民 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

子どもの館の維持管理 町 
維持管理の評価・見

直し 
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 ５．住宅対策 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●本町には、７団地 115 戸の町営住宅があり、その構造としては１団 16戸が耐火構

造住宅、１団地の一部である 32 戸が簡易耐火構造平屋建て住宅、その他はすべて

木造住宅となっています。 

●河内住宅（16 戸）は「松田町公営住宅等長寿命化計画」にもとづき屋上防水、外

壁塗装などの維持管理を行います。河内住宅以外の住宅の入居者については、生

活保障として、これらの入居者の移転先を確保し、移転の斡旋を進めます。これ

により、借地に建設されている住宅については土地返還の促進を行い、仲町屋町

営住宅については将来的に高度利用を図ります。 

●旧足柄家畜保健衛生所跡地は、河内住宅の隣接地であり、当該箇所に町営住宅を

集約することで高度利用を図ることができることから、町営住宅の適地と考えて

おり、当該県有財産を平成 23 年度に取得する予定です。 

 そこに町営住宅を建設し、老朽化した町営住宅の入居者を移転することで、その

跡地に中高層住宅団地等の高度利用を図り定住化促進を行うため、跡地利用につ

いて十分検討すると同時に、借地の返還も計画的に進める必要があります。 

●既存民間住宅の借上げによる町営住宅供給の促進を検討していきます。既存民間

住宅を借上げることにより、直接建設方式に比べ、土地の取得費、建設費等の多

額の初期投資を必要とせず、効率的な町営住宅の供給が可能となります。また、

既成市街地の民間住宅借上げにより、町営住宅ストックの地域的偏在の改善も可

能であることや子育て世帯等を想定した期限を区切った借上げや建替え・災害時

豊かで安全・安心な暮らしを実現する住宅・住環境づくりを進めます。 

尐子高齢化の進行と人口減尐社会の到来を見すえた、地域特性を活かした対応 

を進めます。 

低経済成長を前提とした取組みや周辺環境と共生する住まいづくりを進めま

す。 

高齢者・障害者の方へも配慮した整備等を進めます。 

人口の定住化が促進されるよう良好な住宅地の形成や民間住宅の建設等を支援

します。 

安心して住みやすい住環境が形成され、誰もが快適に暮らしています。 

高齢者や障害者にもやさしい安全で安心できる質の高い住宅が増えつつありま

す。 

また、民間事業等にあっては、松田町まちづくり条例による良好な住宅・宅地の

誘導が進み、良好な住環境が形成されています。 
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等の一時的・緊急的需要への対応を含んだ地域の町営住宅需要の変化に対応した

供給量調整も可能になります。ただし、それらを行うには効率的な仕組みの構築

が不可欠であり、物件情報の収集等さまざまなルール整備が必要であり、町の実

情を踏まえた検討・実践が求められるため、町と宅地建物取引業者等との連携し

た協議会を立ち上げる必要があります。 

●開発事業等により宅地の造成や共同住宅の建設が行われていますが、人口は緩い

減尐傾向にあり、民間活力の導入等による住宅の整備が促進されやすい環境の整

備が必要となっています。また、良好な住宅地・住環境が形成されるよう、松田

町まちづくり条例による良好な開発を誘導します。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年 

公営住宅戸数 115 戸 108 戸 

松田町まちづくり条例の対象となった良

好な住宅・宅地開発の誘導実積 
― 80 戸（4年間） 

 

〔実行計画の内容〕 

施  策 住宅の整備                 

方針・目標 

河内住宅以外は、老朽化が激しく、また、借地に建設されているところ

は、退去後順次取壊し、町営住宅の再編を進め新たに町営住宅を建設し

ます。また、テーマ性を持った新たな住宅地などの整備を進めます。 

民間等による町営住宅供給の促進を調査・研究します。 

民間活力の導入による住宅建設が促進されるよう支援に努めます。 

定住化につながる定住促進事業の検討を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

町営住宅の建設 町 
借地の返還・建設 

 

 

 

老朽化した町営住宅の解体 町 

借地に建設されて

いる住宅の調整・順

次解体の推進 

 

 

 

町営住宅民間活力の調査・研究 
事業者 

町 

協議会設置・物件 

情報などルール整

備導入の調査・研究 

 

 

民間住宅の建設促進・良好な住 

宅宅地開発の誘導 

事業者 

町 

事業の評価・見直し 
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 ６．水道事業 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●今後も安定した給水を図るため、地域・地形条件を考慮しながら計画的な耐震化

施設の整備・老朽化した水道管の布設替えを順次進めていくことが必要です。 

●諸施設の維持・管理コストの増大が予想されることから配水管に設置する小型発

電機などの、新技術の導入による管理コストの削減の検討を進めていくことも必

要です。 

●今後も引き続き、事業・事務の効率的な運営に努めるとともに、寄簡易水道事業

の経営基盤の強化を図るため、地方公営企業法による企業会計の導入及び上水道

事業会計との統合についても検討する必要があります。また、生活様式が多様化

したなかで、町民サービスの向上を図るため、新たな収納体制の構築についても

検討する必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

上水道普及率 99.6％ 100.0％ 

町民の快適な暮らしを支え、いつでも安心して飲める水の安定供給を行うため、

地震などの災害に強いライフラインとして、施設整備を計画的に進めます。 

経営の健全化を図るため事業・事務の効率的な執行に努め、新たな収納体制の

構築を進めます。また、寄簡易水道事業については、企業会計の導入及び上水道

事業会計との統合について検討します。 

安定供給を行うため、上水道は老朽管の布設替え、寄簡易水道は水源改修事業等

を実施しています。 

安定供給を行うため、老朽管の布設替え、簡水の水源改修事業を実施しています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 施設整備と維持管理の充実（松田地区） 

方針・目標 
老朽管や施設の計画的な整備を進めるとともに、水質管理の強化を図る 

ため管理システム整備について検討します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

施設の計画的な整備、老朽管の布 

設替え 
町 

事業の評価 

 

 

水質管理計画に基づく水質管理 町 
事業の評価・見直し 

 
 

 

施  策 施設整備と安定供給（寄地区） 

方針・目標 
安定供給するため、給配水管の計画的な布設替えと、施設改修などの耐 

震化事業を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

給水管の布設替え 町 
事業の評価 

 

 

耐震化に向けた施設整備の促進 町 
事業の評価 

 

 

 

施  策 経営の健全化 

方針・目標 
３から５年ごとに料金体系を含め経営状況を検討し、寄簡易水道事業に 

ついて企業会計の導入及び上水道事業会計との統合を検討します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

水道料金適正化の検討 町 
事業の検討 
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 ７．下水道・生活排水施設整備 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●松田地区は事業を進めつつ、供用区域における施設の点検・補修など維持管理に

努めるとともに、接続率の向上を図り、事業運営に企業性を発揮した経営の健全

化に努める必要があります。 

●酒匂川流域処理場の維持管理コスト面からも、施設の点検調査が必要です。また、

多量降雨時の浸水被害防止のために雨水排水施設整備も引き続き進める必要があ

ります。 

●水源林地域である寄地区は、水源環境保全向上のためにも生活排水施設整備を進

めていく必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

整備率（整備済面積÷全体計画面積） 64.11％ 80.8％ 

水洗化戸数 3,419 世帯 4,497 世帯 

生活環境の向上、河川の水質保全、浸水の防除による安全性の確保という役割

を担う下水道（汚水整備・雨水整備）は、公共下水道事業計画にもとづき事業を

進めます。 

供用区域においては、施設の維持管理の充実に努めるとともに、使用者の意識

の高揚を図り未接続世帯に対して下水道管への接続を積極的に促し、接続率の向

上に努めます。また、引き続き事務の効率化を図り事業運営に企業性を発揮した

経営基盤の強化を進めます。 

水源林地域である寄地区の生活排水処理施設の整備事業を計画的に進めること

により、生活環境の向上・水源環境の保全に努めます。 

下水道整備事業が促進され、生活環境が向上されています。 

小学生に対して下水道処理施設見学、下水道ふれあい祭りに継続的に参加して

いただき、下水道についての理解が深まり、自然環境にやさしい子どもたちが増

えています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 松田地区の公共下水道事業の推進 

方針・目標 

流域別下水道整備総合計画の見直しに伴い、下水道計画の見直しを進め 

ます。 

公共下水道事業認可区域の整備・区域の拡大を図りながら、下水道の接 

続を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

下水道事業の推進 町 
下水道計画の見直

し 

 

 

下水道の接続を促進 町 
継続的な事業の促

進 

 

 

 

施  策 寄地区の生活排水整備 

方針・目標 

生活排水施設整備計画に沿った処理施設の計画的な整備を進めます。

審議会の答申のもと地元説明をし、関係機関と調整し方針を決定しま

す。 

 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

生活排水施設整備事業の推進 町 
計画の評価・見直

し・調整 
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第２節 安全・安心なまちづくり 

 １．消防・救急 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●本町の消防活動体制は、足柄消防組合の常備消防と松田町消防団の非常備消防が

担っていますが、消防・救急業務が増大するなかで、災害や地震、台風などの自

然災害、テロ等による特殊災害への対応など、消防の果たす役割が多様化し、そ

れらに対応していくことが必要となっています。 

●消防力の強化や消防施設、装備の充実を進めるとともに、消防団員の確保に努め

ながら、町民の安全な暮らしの実現に向けて継続的に取り組んでいく必要があり

ます。 

●火災やその他の災害を未然に防止するとともに、被害を最小限度にとめるために

は、町民や地域の事業所等との連携が必要です。  

●住宅用火災警報器の設置義務化に伴い、未設置家庭に対する設置促進を図り、逃

げ遅れ等による被害の防止を図る必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

年間火災発生件数 ５件 ０件 

自動体外除細動器（AED）設置数 ９箇所 13 箇所 

町民の安全・安心に対する期待や関心の高まり、消防需要の増大に対応するた

め、組織体制の強化を図るとともに、職員・団員の研修や訓練の充実による人材

育成と、町民等に理解と協力を求めるため、広聴広報活動の強化を図ります。ま

た、新たな需要に対応できる総合的な組織体制の充実強化を進めます。 

町民に対し、火災予防に関する正しい情報の提供や防災意識の啓発を図るとと

もに、多様化する防火対象物や危険物施設等における安全確保の強化を進めます。 

消防団の活動拠点及び装備品が充実し、団員の意識の高揚も図られ、平常時に

行っている各種活動を通じ消防団の重要性が広く再認識され、地域住民・消防団・

消防署が一丸となって有事に備えることにより、町民の方が安心して生活ができ

ています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 消防組織・体制の充実 

方針・目標 

消防通信設備の高度化を進め、通信連絡体制の強化を進めます。 

また、耐用年数の過ぎた消防団詰所の建替えと、より機能性に優れた消 

防自動車への更新を計画的に推進します。 

大規模な災害に備え、近隣相互の応援体制の充実・強化を進めると共に 

あわせて消防の広域化を検討します。 

消防団員の確保・訓練・教育に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

消防団詰所の建替え 町 
老朽化施設の建設

（築）検討 

 

 

消防自動車の更新 町 
消防自動車の更新  

広域応援体制の整備・充実 
関係機関

町 

応援体制計画の評

価・見直し 

 

 

消防団員の確保・訓練・教育 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 火災予防の推進 

方針・目標 
町民に対し、予防行政に関する防火防災意識の啓発を進めます。 

住宅用火災警報器の早期設置の周知に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

防火意識の啓発 
関係機関

町 

意識啓発の評価・見

直し 

 

 

住宅用火災警報器の取付け促進 
関係機関

町 

独居老人への支援

と一般住宅への設

置促進 

事業の評価・見直し 
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 ２．防災対策 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●神奈川県西部は大規模な地震の発生が予想されており、地震に強い長期的なまち

づくりを進めていく必要があります。 

●災害の発生をできる限り防止し、発生時の迅速な対応によって町民の生命財産を

守ることはまちづくりの基本です。阪神淡路大震災などを契機に地域自主防災組

織の重要性も再認識されてきたことから、関係機関、地域住民及び行政の連携の

もと、防災体制の一層の充実を図っていく必要があります。 

●地震以外でも、近年台風や集中豪雨による水害・土砂災害等が発生する危険性も

あり、このような災害の発生に備え、避難指示の基準や方法などを整備するとと

もに、町民の防災意識の高揚を図り、地域が一体となった総合的な防災対策や消

防団・自主防災組織の連携強化を進めていく必要があります。 

●建築物の耐震化については、耐震改修促進法にもとづく松田町耐震改修促進計画

（平成 22年３月）を策定したことにより、計画の推進を図っていく必要がありま

す。また、本計画による補助制度は、活用状況や国の補助制度の動向を踏まえ、

見直しを検討します。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

防災訓練への参加者数 2,499 人 2,700 人 

木造住宅耐震診断の活用実積 ８件 28 件 

地域防災計画に基づく、総合的な防災体制の充実を図るとともに、自主防災組

織を中心として、町民の防災意識の普及啓発を図り、自主防災力の向上をめざし

ます。また、防災施設など計画的に整備を図り、災害に強いまちづくりを進めま

す。 

建築物については耐震改修促進計画を推進します。 

地域防災計画にもとづいた施設や資機材の整備・充実、各種防災情報の伝達方

法が整えられていることで被害の未然防止が図られ、被害が発生しにくく、もし、

災害が発生しても速やかな対応がとれる体制が整っており、また、防災訓練など

を通じ町民一人ひとりが防災への取り組みを実践・体験できる環境も提供されて

いることで、広く自助・共助・公助の意識が浸透し、安全・安心のまちづくりが

されています。 

また、建物の更新、改修等により建築物の耐震化が徐々に進んでおり、倒壊の

危険性が改善されてきています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 防災体制の充実              

方針・目標 
地域防災計画に基づき、防災対策を進めます。 

自主防災組織の充実を図り、その活動を支援します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

地域防災計画の見直し 町 
計画の評価・見直し 

 
 

 

関係機関との連携強化と新たな

防災協定の締結 

関係機関 

町 

事業の評価・見直し 

 
 

防災備蓄品の整備 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

 

施  策 自主防災組織力の向上           

方針・目標 
広報活動や防災訓練の実施等を行い、自主防災組織の防災力の向上を図

ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

防災訓練の実施 

町民 

関係機関 

町 

事業の評価・見直し 

 
 

地域での高齢者や障害者の避難

などの支援 

町民 

町 

事業の評価・見直し 

 
 

自主防災組織の育成・支援 町 

事業の評価・見直し 

 
 

 

施  策 防災施設整備等の推進 

方針・目標 

備蓄倉庫などの防災施設の整備を進めます。 

迅速かつ正確な情報伝達ができるよう防災情報システムの導入を検討し

ます。 

耐震性貯水槽の設置や、町内にある井戸を災害時用飲料水としての利用

を検討します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

防災備蓄倉庫の資機材の充実 町 
事業の評価・見直し 

 
 

防災情報システムの検討 町 
防災情報システム

導入の検討 

 

 

災害時用飲料水の確保 
町民 

町 

災害時用飲料水の

確保 
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施  策 災害に強いまちづくりの推進 

方針・目標 
住宅の耐震化率の向上に努めます。 

ブロック塀の倒壊防止を進めます。 

建物の倒壊を防ぐため、建物の耐震化を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

耐震改修促進計画の推進 

町民 

事業者 

町 

事業の評価・見直し 

 
 

木造住宅耐震診断の推進 
町民 

町 

事業の評価・見直し 

 
 

生垣設置の推進 
町民 

町 

事業の評価・見直し 

 
 

 

 



  

- 34 - 

 

 ３．防犯対策 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●社会環境の変化にともない、振り込め詐欺など犯罪が多様化しており、安全で安

心して生活できる社会の形成が求められています。 

●青尐年による犯罪も依然として多く、低年齢化も問題となっています。 

●警察を中心として防犯体制の整備を進めるとともに、青尐年の非行防止を含む、

地域ぐるみの防犯活動を進める必要があります。 

●町民・関係機関との連携のもと、防犯パトロールなどを通じた一層の防犯体制の

整備・充実が必要です。 

●携帯電話のメールなどによるきめ細かな情報発信をすることで、防犯への関心を

高める必要があります。 

●夜間の人通りの尐ない道の通行への不安を取り除くため、防犯灯を必要に応じて

設置していく必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

犯罪発生件数 99 50 

防犯灯等の設置箇所数 1,100 1,140 

自主防災組織団体数 26 26 

地域に根ざした暴力追放、防犯活動を展開するため、関係機関と連携しながら、

地域の自主的な防犯活動を支援するとともに、防犯ボランティアなど防犯組織の

育成強化を進めます。 

広報紙や各種の広報媒体を通じて、防犯に関する情報の提供に努めるなど、町

民一人ひとりの防犯意識の高揚を図り、地域ぐるみで青尐年の非行を防止するた

めの健全な環境の創出に努めます。 

犯罪のない明るいまちづくりを推進めるため、防犯灯や道路照明灯の整備・拡

充を図るとともに、警察と連携しパトロールの強化を進めます。 

学校、保護者、地域の連携を図りながら、子どもの安全教育や学校施設及び通

学路等の安全点検・防犯対策を進めます。 

防犯灯や道路照明灯の整備により、夜間でも安心して通行でき、防犯ボランティ

アの活動がさかんで、皆がお互いに声を掛け合える関係になっており、犯罪の発生

件数が尐なく、安心を実感できるまちになっています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 防犯体制の強化 

方針・目標 
警察や防犯パトロール、自治会、その他の関係機関と連携し防犯講座を 

開くなど、防犯体制の強化を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

防犯パトロールの定期的な実施 
関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

地域防犯組織の育成支援 
関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 防犯意識の高揚・啓発 

方針・目標 広報や防犯活動を通じて、町民の防犯意識の高揚に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

チラシ・ポスター・携帯電話メ

ール等による情報提供 

町民 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 安全な環境づくりの推進 

方針・目標 
犯罪の未然防止のため、防犯灯の設置を進めるとともに、危険箇所の点 

検を進めます。 

青尐年の非行を防止するため、学校、家庭、地域との連携を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

計画的な防犯灯の設置・危険箇

所の点検 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

犯罪防止、青尐年非行防止に関

する啓発活動の推進 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 
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 ４．交通安全対策 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●近隣市町との連携による広域交通体系の検討や警察署等との連携による交通安全

施設の整備のほか、町民、関係機関の連携による様々なレベルでの交通安全活動

が進められてきました。 

●幹線道路と生活道路の交差点において、危険な箇所が存在します。 

●交通量の増大にともない交通事故が増えるなか、子どもや高齢者が事故にあうな

ど、交通安全に関する不安要因が依然として存在していることから、交通事故の

起こりにくい環境づくりを町民や関係機関と町が一体となって進めていくことが

課題となっています。 

●駅周辺の混雑緩和や、朝夕の渋滞解消が課題となっています。 

●交通安全施設の整備については、地域の方の協力が必要です。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

交通事故発生件数 69 35 

交通安全意識を普及・啓発していくとともに、関係団体などと協力しながら、

交通安全施設の整備など交通安全対策を進めます。 

町民や関係機関、行政が一体となり交通安全啓発活動を積極的に展開すること

により、一人ひとりに交通安全に対する高い意識が生まれ、交通事敀の減尐とな

ってあらわれています。 

交通量の多い狭隘な生活道路や町道の危険箇所も、道路幅員が広くなることで

見通しがよくなり、高齢者や子どもなど交通弱者に配慮された歩道も整備され、

交通事敀が大幅に減尐されています。また、駅周辺の交通環境は効率的な整備に

より混雑が緩和され、町全体が安全で安心な住みよい町となっています。 

また、道路照明灯や区画線等の整備が順次進められてきた結果、事敀が減尐し

ており、継続した取り組みが行われています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 交通安全施設の整備                   

方針・目標 
危険な箇所にカーブミラ－・道路照明灯・区画線等を設置して安全施設 

の整備を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

交通安全施設整備 

町民 

関係機関 

町 

安全施設設置の確

認・検証 

 

 

 

施  策 道路交通環境の整備              

方針・目標 
歩行者・自転車利用の保護を最重点として、緊急に交通の安全を確保す

る必要のある道路について交通安全施設等の整備を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

道路交通環境の整備 町 
整備状況の確認・検

証 

 

 

 

 

施  策 交通安全思想の普及徹底          

方針・目標 
幼児から高齢者まで生涯にわたって、家庭、学校、地域、職場ぐるみで

交通安全教育・対策が一貫して行われるよう関係機関、団体等相互の連

携を強化します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

幅広い層への交通安全教育の充

実 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

交通安全運動などを通じた広報

活動の充実 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 
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施  策 交通安全に関する交通安全団体等の主体的活動の推進 

方針・目標 
交通安全指導者の養成等の事業及び諸行事に対する援助並びに交通安全

に必要な資料の提供活動を充実するなど、その主体的な活動を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

交通指導隊の活動強化 
町 

関係団体 

活動内容の検討・推

進 

 

 

交通安全組織の育成強化 
町 

関係団体 

事業の評価・見直し 

 

 

交通安全指導員配置事業 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

 

施  策 被害者援護対策等 

方針・目標 

交通事故により肉体的、精神的及び経済的にも大きな被害を受けている

被害者のなかには、事故に係る知識、情報が乏しいことが尐なくないこ

とから、被害者支援を積極的に進め、交通災害見舞金制度の利用を促進

します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

交通事故相談の対応 
町 

関係団体 

相談体制の推進 

 

 

交通災害見舞金の支給 
町 

関係団体 

制度の評価・見直し 
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 ５．消費者の保護 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●近年、消費生活や流通通信形態の多様化により、訪問販売や通信販売、インター

ネット販売などにおけるトラブルなどが複雑・多様化し、増加の傾向にあります。 

●足柄上地区の消費者相談窓口として、足柄上地区消費生活センターによる消費者

の相談業務を広域で行っていますが、トラブル等を未然に防止するための消費者

の知識や意識向上を促す情報提供や啓発活動を進めていく必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

消費生活講習会等の開催回数 １回 ２回 

講習会等の参加者数 80 人 160 人 

豊かで安心した生活が送れるよう、広域的な相談体制をもとに、消費実態と消

費者トラブルに対応した多様な消費者保護対策を進めます。 

トラブルを未然に防止するための情報提供や啓発活動が行われ、消費者の知識や

意識が向上しています。 

また、広域的な相談体制も整備され、安心した生活が送れています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 啓発活動の充実 

方針・目標 
消費者保護のために講習会等を開催し、消費者の保護・指導を進めま

す。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

県や近隣市町と連携して講習会

を開催 

町 

関係機関 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 情報提供の充実 

方針・目標 消費生活に関する情報の収集や提供の充実に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

広報やパンフレット等による情

報提供 
町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 相談体制の充実 

方針・目標 
事業者と消費者との間に生じた苦情などを適切かつ迅速な処理の斡旋に

努めるため、広域的な相談行政を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

近隣市町と連携した広域的な相

談体制の充実 

町 

関係機関 

事業の評価・見直し 
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第３章 元気と心かよう安らぎを育む          〈健康・福祉〉 

第１節 生き生きと暮らせるまちづくり 

 １．健康づくりと地域医療 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●これからの長寿社会を明るく健康で過ごせるよう、町民の健康に対するニーズが

高まってきています。 

●「自らの健康は自らまもり、つくる」を基本に、乳幼児から高齢者までの健康管

理指導体制の充実に努めてきました。 

●健康づくり支援体制の充実と、町民ニーズに対応した健康づくり事業の充実・強

化を図っていく必要があります。 

●急速な高齢化が進行するなかで、生活習慣病予防及び介護予防などへの取り組み

が重要な課題となってきています。各種健診を実施していますが、受診率の向上

と受診後の保健指導体制の強化が必要です。 

●本町には病院１施設、診療所７施設、歯科診療所７施設の一般医療施設が立地し

ていますが、身近で質の高い医療が受けられる体制の確保が求められています。 

●休日診療においては足柄上休日診療所にて、また、休日夜間診療においては広域

圏で組織する病院群輪番制事業による輪番制にて対応しています。 

●分娩を取り扱う医療機関の確保など周産期医療体制の確保が求められています。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

集団検診 3,207 人/77 回 3,500 人/77 回 

健康教育 1,357 人/105 回 1,500 人/105 回 

救急医療体制参加病院数 １カ所 １カ所（継続） 

町民が健康で安心した生活を送るため、町の健康づくりの状況を把握しながら、

多様化、高度化する健康・福祉の町民ニーズに対応した健康づくりを進めます。 

また、子どもからお年寄りまでそれぞれの段階に応じて、総合的できめ細かな

サービスを可能とする保健・福祉・医療の総合的な連携体制づくりを進めます。   

町民だれもがいつでも適正な医療を受けられるように関係医療機関と連携して

地域医療体制を確立するとともに、救急医療体制の充実を図ります。 

これらの施策に取り組むための行動計画である「健康増進計画」を策定します。 

子どもからお年寄りまで、各世代における支援体制が総合的に整備され、生き生

きとした笑顔があふれています。 



  

- 42 - 

〔実行計画の内容〕 

施  策 母子保健対策 

方針・目標 

 

各健診の充実に努め、妊娠中から乳幼児期まで一貫した保健サービスを

提供します。 

育児不安をもつ保護者などを支援し、安定した育児と子どもの健やかな

成長を促すため、育児相談・健康相談・家庭訪問事業の充実を図ります。 

また、思春期における育児体験教室などの母性育成支援などの事業を進

めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

母子健康手帳発行 町 
事業の評価・見直し 

 

 

離乳食講習会 町 
事業の評価・見直し 

 

 

１歳児歯科指導教室 町 
事業の評価・見直し 

 

 

３か月児、１歳６か月児、３歳

児等の健康診査 
町 

事業の評価・見直し 

 

 

親子ふれあい教室、育児応援教

室の開催 
町 

事業の評価・見直し 

 

 

すくすく育児相談 町 
事業の評価・見直し 

 

 

未熟児、乳児訪問等の訪問指導

事業 
町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 成人保健対策              

方針・目標 

生涯にわたって健康を保持するため、特定健康診査及びがん検診など各健

診事業を進めます。 

健診後の健康教育事業や健康相談事業を通して、自分自身で健康づくりが

できるよう個人のニーズやライフスタイルに合わせたプランニングを支

援する生活習慣改善指導を進めます。また、町の自然を生かした独自の健

康プログラムの作成・実施を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

特定健康診査・高齢者健康診

査・保健指導 
町 

事業の評価・見直し 

 

 

がん検診 町 
事業の評価・見直し 

 

 

各種健康教育 町 
事業の評価・見直し 

 

 

健康相談 町 
事業の評価・見直し 

 

 

健康づくりプログラムの作成・

実施 

町民 

町 

作成・実施 
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施  策 感染症予防対策事業             

方針・目標 
感染症による患者の発生や死亡者の大幅な減尐をもたらす予防接種事業

を推進するため、接種機会を安定的に確保し、町民の健康を保持します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

子宮頸がんワクチン予防接種事

業 
行政 

事業の評価・見直し 

 

 

新型インフルエンザワクチン予

防接種事業 
行政 

事業の評価・見直し 

 

 

定期予防接種 行政 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 健康づくり組織の育成・支援 

方針・目標 
健康づくり普及員の育成に努めるとともに、食生活改善推進員の養成と

支援を進めます。 

地域のボランティアの協力と活用を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

食生活改善推進員養成講座及び

現任研修会の開催 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 
 

 

施  策 保健センター機能の充実 

方針・目標 
母子保健、成人保健などの各種健診や保健指導の拠点として、また、町

民の自主的な健康づくりの場として、保健センターの機能強化を図りま

す。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

各種保健事業実施の展開 町 
事業の評価・見直し 

 
 

 

施  策 保健・医療・福祉のネットワークづくり 

方針・目標 

医師会・歯科医師会などの関係団体と連携を図り、今後の方針決定の参

考とする会議を開催します。 

関係機関、町民とのネットワークを築き、災害時に対応できるようにし

ます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

災害時医療のためのネットワー

ク構築 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 
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施  策 児童相談事業の推進 

方針・目標 要保護家庭に保健師等が訪問し、適切な育児ができるよう支援します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

養育支援家庭訪問事業 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 児童虐待防止 

方針・目標 育児放棄を含む児童虐待の未然防止と早期発見に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

要保護児童地域対策協議会の開

催 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 地域医療体制の充実 

方針・目標 
町民だれもが安心して必要なときに適切な情報を得て、適正な医療が受

けられるよう、地区医師会等と連携し、地域医療体制の整備・充実に努

めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

医療関係機関との連携強化 
医療機関 

町 

医療体制の整備の

評価・見直し 

 

 

在宅医療体制の充実 
医療機関 

町 

医療体制の整備の

評価・見直し 

 

 

 

施  策 休日・夜間診療体制の充実 

方針・目標 
医師会の協力のもと在宅当番医制を実施するとともに、病院群輪番制病

院による第二次救急医療体制を継続し、救急の診療体制の充実に努めま

す。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

休日急患診療所などの救急医療

体制の充実 

医療機関 

町 

医療体制の評価・見

直し 
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施  策 医療体制の整備 

方針・目標 
国民健康保険診療所の医療機器の導入や施設整備を進め、地域医療に即

した適正な治療に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

国保診療所の施設整備 町 
機器導入及び施設

整備 

 

 

 

 

施  策 健康増進計画の策定・推進 

方針・目標 健康増進法にもとづく健康増進計画の策定を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

健康増進計画の策定・推進 町 
計画策定 

 

計画推進 
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 ２．地域福祉 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●地域社会の取り巻く状況は、尐子高齢化や核家族化の進行、価値観の多様化、地

域における町民同士のつながりが希薄化したことにより、様々な生活課題が生じ、

町民の福祉のニーズが多種多様となってきています。 

●多種多様な福祉ニーズに対応するため、町を中心とする福祉サービスの充実はも

ちろんのこと、地域での「ささえあい」「たすけあい」など、地域を拠点とした新

たな取り組みを進めていく必要があります。 

●地域での福祉を推進するため、町民一人ひとりの福祉に対する意識を高めていく

とともに、担い手の育成を含めて社会福祉協議会や民生委員児童委員、ボランテ

ィア等の協力・支援をもとに、地域で町民同士の協働による福祉を推進していく

体制の整備が必要とされています。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

地域でのつながりがとれていて、不安は

尐ないと感じている町民の割合 
17.0％ 26.0％ 

近所と親しい付き合いをしている町民の

割合 
22.0％ 33.0％ 

地域では様々な人々が暮らしており、人を思いやる意識が大切であり、子ども

から高齢者まで人と人とが触れ合い、相互の理解を深め、つながりのある地域づ

くりの支援に努めます。 

町民一人ひとりが様々な形で福祉活動に携わり、共に支え合いながら、だれもが

安心して生活が送れる地域が形成されています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 町民主体の地域づくり          

方針・目標 

住みよい地域にするため、地域住民自らが参加し、お互いに協力し、支

え合うまちづくりを、ふれあい相談員や社会福祉協議会と協働して支援

します。 

地域を基本とする地域コーディネーターの育成と配置を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

ふれあい相談員の支援 町 
事業の評価・見直し 

 

 

コミュニティ活動の推進及び場

づくり 

町民 

町 

活動の場づくり・評

価 

 

 

 

地域主体のささえあい活動の確

立 
町民 

活動の確立・評価 

 

 

 

地域コーディネーターの育成と

配置 

町民 

町 

人材の育成 

 

適正配置 

 

施  策 各種団体が協働する体制づくり 

方針・目標 
社会福祉協議会や民生委員児童委員、ボランティア団体等との連携を強

化し、地域福祉活動を支援します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

地域課題の発見・解決に必要な

情報交換を実施 

町民 

関係機関 

町 

事業の評価・見直し 
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 ３．社会保障 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●高齢化率が 26％を超え、要介護認定者の増加にともない介護給付費などの増大が

見込まれており、介護保険財政の安定した運用を進めていく必要があります。あ

わせて、介護保険サービスの量と質の適正な確保をしていく必要もあります。 

●要介護認定者の約 40％は、要支援１・２、要介護１レベルと比較的軽度の方が占

めており、こうした人を重症化させない介護予防事業の充実が望まれています。 

●要介護認定者以外の高齢者の健康維持に向けた介護予防事業を重視していくとと

もに、地域包括支援センター機能の充実や相談から介護予防事業、介護予防アセ

スメント等を包括的に展開し、小さな町ならではの目のいき届くサービスの提供

を進めて行く必要があります。 

●高齢者一人ひとりのニーズが多様化してきており、適正な情報提供をしていくと

ともに、多様なニーズに対応していくために足柄上病院や町内医療機関、介護保

険事業所、足柄上保健福祉事務所、ＮＰＯ法人、自治会などを活用し、連携を図

り、利用者本位の途切れのないサービス提供を進めていく必要があります。 

●急速な高齢化や生活習慣病の増加、高度医療技術の進歩などにより医療費が増加

してきている一方で、高齢者や低所得者の高い加入率や保険税の収納率の伸び悩

みなど、国民健康保険における健全な運営に向けた対応を検討していく必要があ

ります。 

●平成 20 年４月に創設された後期高齢者医療制度においては、平成 25 年度から導

入が予定されている新しい医療制度に問題なく対応していく必要があります。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

介護・支援を必要としない高齢者の割合 87.0％ 88.0％ 

介護や支援が必要な方に対して、適切なサービスが提供できるよう介護保険制

度の適正な運用を図るとともに、要介護認定者の増加を抑制するよう介護予防事

業の充実を図ります。 

また、介護サービス利用者が安心して利用できる体制づくりを進めます。 

わが国の社会保障制度の根幹をなす国民健康保険の充実を国に対して要請して

いくとともに、医療費の抑制や収納率の向上を図り、町民が安心して医療を受け

ることができるよう、その適正な運用を進めます。 

社会保障が充実し、住みなれた地域で生涯を通じて健康で安定した生活が送ら

れ、元気に暮らすことができる長寿の町。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 介護保険財政の安定運用 

方針・目標 サービス量を適切に見込む第５次介護保険計画を策定します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

第５次介護保険計画の策定・推

進 
町 

計画策定 

 

計画策定 

 

 

計画推進 

 

 

施  策 介護サービスの適正な提供 

方針・目標 利用者のニーズに応じたサービスの量と質の確保に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

事業者指導 町 
事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

介護給付適正化事業 町 
事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

関係機関との連携強化 町 
事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

従事者処遇改善事業 町 
事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

 

施  策 介護サービスを安心して利用できる体制づくり 

方針・目標 
介護サービス利用者が安心して利用できるよう低所得者対策や情報公開

を進めます。 

介護家族の負担の軽減につながる支援をします。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

低所得者対策の実施 町 
事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

介護相談員事業 町 
事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

相談窓口の充実 

(地域包括支援センターの充実) 

地域包括支

援センター 

町 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

情報公開 町 
事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

介護家族慰労金支給事業 町 
事業の評価・見直し 

 

事業の推進 
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施  策 地域包括支援センター機能の強化 

方針・目標 機能の強化に向けて、事業内容の見直しや外部委託を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

地域包括支援センター業務の現

状分析と関係機関（特別養護老

人ホームや町社会福祉協議会）

との調整 

地域包括支

援センター 

町 

事業の評価・見直し 

外部委託の検討 

 

事業の推進 

 

 

 

 

施  策 国民健康保険の充実 

方針・目標 

国民健康保険財政の健全化を図るため、保険税の適切な賦課・徴収に努 

めるとともに、レセプト点検の充実など、適正な医療費の支出に努めま 

す。 

広報などによる啓発活動や健康づくり活動を進め、健康についての自己 

管理意識の高揚を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

適切な保険税の賦課 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

レセプト点検の充実 町 
事業の評価・見直し 

 

 

国保税の収納率向上 町 
事業の評価・見直し 

 

 

健康づくり活動の推進 
関係機関 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 後期高齢者医療の充実 

方針・目標 
福祉施策と連携した広域高齢者医療制度の安定的な運営を進めます。 

医療費の節減による財政の健全化を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

後期高齢者医療広域連合との連

携 

町 

関係機関 

事業の評価・見直し 
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第２節 多様な福祉サービスの提供 

 １．児童福祉 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●核家族や共働き世帯が増え、地域における連帯感が薄れ、家庭や地域における養

育機能が低下しているなかで、保護者の子育てに関する相談や交流の場としての

子育て支援センター、地域の保育機能を補完する役割を担うファミリーサポート

事業などを中心に子育て支援に取り組んでいます。 

●保護者の就労時間の多様化にともなう保育時間の延長、職場へ早期復帰するため

の乳児保育を充実し、子育てのしやすい環境づくりを進めています。 

●平成 22 年３月に策定した「松田町次世代育成支援行動計画後期計画」に基づき、

すべての子どもと子育て家庭への支援に取り組んでいく必要があります。 

●児童の虐待防止対策では、早期発見と早期対応が求められており、要保護児童対

策地域協議会の設置や児童相談員の活用を進める必要があります。 

●就学前児童に比べ、就学児童の母親の就労比率が高くなってきており、年々増加

する傾向にある学童保育の利用に対応した施設の整備の検討を進めていく必要が

あります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

ファミリーサポート事業の利用者数 358 人 380 人 

子育て相談件数 730 件 760 件 

学童保育利用者数 47 人 53 人 

次代を担う子どもたちが、健やかに育つため、保育サービスの充実や学童保育

の整備を図り、安心・安全な暮らしを守るための環境づくりを進めます。 

子ども手当、小児医療の充実で、安心して子どもを産むことができ、保育園や学

童保育の施設の整備により、入所希望に対応できるため、子育て環境が整っていま

す。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 地域における子育ての支援 

方針・目標 
次代を担う子どもたちが、地域のなかで、健やかに生まれ育つことがで

きるよう、総合的な子育て支援サービスの充実に努めます。 

学童保育の充実を図るため、施設の拡充を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

ファミリー・サポートセンター

や子育て支援センター事業の充

実 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

学童保育施設の充実 町 
施設の拡充・検証 

 

 

 

施  策 保育サービスの充実 

方針・目標 
利用者の生活実態や多様化するニーズを踏まえ、保育施設の整備やサー

ビスの充実を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

保育施設の整備・推進 町 
保育施設の整備・検

証 

 

 

 

延長保育や乳児保育の充実 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

 

施  策 経済的な支援の充実            

方針・目標 
子どもを持ちたいという親の願いを十分かなえられるように、子育て家

庭に対する経済的支援を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

小児医療費の助成・支援対象の

拡大 

県 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

子ども手当の支給 

国 

県 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

ひとり親家庭等の医療費助成 
県 

町 

事業の評価・見直し 
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 ２．高齢者福祉 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●高齢化率が 26％を超え、４人に１人以上が 65 歳以上になっています。要介護認定

者の増加や高齢独居、高齢世帯が増加し、老老介護や認知症の増加など、様々な

問題が生じてきています。認知症高齢者支援対策や、共に生き、共に支えあう仕

組みづくりや、要介護状態にならないよう支援する施策に取り組んでいく必要が

あります。 

●前期高齢者と後期高齢者の割合は６対４で、医療費なども後期高齢期で急増して

おり、前期高齢期から健康や生きがいを維持・継続できるよう支援していく必要

があります。年齢とともに低下する身体レベルにともない、室内外を問わず安全

を確保する施策に取り組んでいく必要があります。 

●介護認定を受けてなくても通院をしていたり、高齢独居や高齢世帯等の不安を抱

えて生活している方も増えてきており、相談窓口や地域住民による互助機能の充

実を図っていく必要があります。 

●生活様式やニーズが多様化してきており、生涯現役をめざし、生活の質を維持で

きるよう一人ひとりのニーズに応じた支援を進めていく必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

生きがいを感じている高齢者の割合 22％ 30％ 

介護予防サービス参加者の心身機能改善

評価（良くなった人の割合） 
25％ 30％ 

超高齢社会を迎え、介護が必要とする方だけでなく、高齢者一人ひとりのニー

ズに対応した支援を進めます。 

また、身体機能や心の健康を維持するための施策の実施や、共に生き、共に支

えあう地域づくりに取り組みます。 

健康づくりや介護予防の取り組みを推進し、高齢者の尊厳を維持し、元気に生き

がいをもって生活できる地域の実現。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 高齢者福祉計画の策定 

方針・目標 高齢者福祉の指針となる第５次高齢者福祉計画の策定を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

第５次高齢者福祉計画策定 町 

計画策定 

 

計画策定 

 

事業の推進 

 

 

施  策 認知症高齢者支援対策           

方針・目標 
認知症に対する知識の普及を進め、偏見をなくし、地域で暮らす認知症

の方やその家族が、安心して暮らし続けることができるよう支援します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

やすらぎデイサービス事業 
社会福祉 

協議会 

町 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

認知症サポーター事業 
地域包括支

援センター

町 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

高齢者虐待防止普及啓発事業 
地域包括支

援センター

町 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

成年後見制度利用支援事業 
地域包括支

援センター 

町 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

地域包括支援センターの相談機

能の充実 

地域包括支

援センター 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

介護家族支援 
地域包括支

援センター 

町 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 
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施  策 保健・福祉サービスの充実         

方針・目標 
要介護状態にならないよう予防を進めます。 

町民主体の介護予防事業を展開します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

生活機能評価事業 
地域包括支

援センター 

事業の評価・ 

見直し 
事業の推進 

 

介護予防事業 
地域包括支

援センター 

町 

事業の評価・ 

見直し 
事業の推進 

 

包括的支援事業 
地域包括支

援センター 

町 

事業の評価・ 

見直し 
事業の推進 

 

自治会を単位とする自主的活動

への支援 

地域包括支

援センター 

町 

事業の評価・ 

見直し 
事業の推進 

 

 

施  策 地域ケア体制の確立 

方針・目標 
地域包括支援センターの強化充実に努めます。 

地域住民の支えあいを進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

地域ケア体制の充実 

地域包括支

援センター

社会福祉 

協議会 

町・町民 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

地域連携強化 

地域包括支

援センター

社会福祉 

協議会 

町・町民 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

町民参画推進 

地域包括支

援センター

社会福祉 

協議会 

町・町民 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 

 

相談業務の充実 

地域包括支

援センター

社会福祉 

協議会 

町 

事業の評価・見直し 

 

事業の推進 
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施  策 生きがい対策事業 

方針・目標 
社会参画や生涯学習への支援を進めます。 

高齢者がいつでも活用のできる高齢者支援会館を検討します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

老人クラブ活動・生涯学習活動

への支援 
町 

事業の評価・見直し 

 

 

高齢者支援会館の検討 町 
高齢者支援会館の

検討 

 

 

 

施  策 暮らしの安全 

方針・目標 
バリアフリー化や災害時における要援護者への支援など、安全なまちづ

くりを進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

日常生活用具給付事業 町 
事業の評価・見直し 

 

 

健康教育事業 
地域包括支

援センター

町 

事業の評価・見直し 
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 ３．障害児・者福祉 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●障害の重度化や重複化のほか、高齢化も進んでおり、個々のニーズに合った自立

支援のためのサービスを進めるとともに、町民の障害者に対するノーマライゼー

ションの意識の啓発が求められます。 

●障害者が地域のなかで、共に生活していくための生活環境や支援体制を整えてい

くほか、自立や社会参加に向けた行政や地域社会の支援とともに、地域への生活

の移行や就労支援などを進めていく必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

障害がある方が地域で自立して満足に暮

している割合 
5.7％ 17.9％ 

在宅障害福祉サービス利用者数 54 人 58 人 

 

障害のある人ない人に関わらず、だれもが社会の一員として地域のなかで、普

通に生活できる社会を障害児・者、地域、町が共につくる、共生・協働する社会

の実現をめざします。 

障害者が社会の一員として、自分らしく自立した生活が送れる地域社会が形成さ

れています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 相談・支援事業の充実 

方針・目標 
障害の予防と早期発見のため、保健・福祉・関係機関での専門的な相談

支援体制を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

障害の予防や早期発見・早期療

育の充実 

町 

関係機関 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 福祉サービスの充実 

方針・目標 
障害児・者が在宅で生活できるように、サービスを推進するとともに医

療や装具の費用についても支援します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

医療費助成事業の充実 
県 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

自立支援法によるサービスの推

進 

県 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

地域生活支援事業の給付の促進 
県 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 自立への社会環境づくり 

方針・目標 
障害者の雇用や就労の場所を確保するため、関係機関と協力して、支援

に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

障害者機能訓練・社会参加支援

事業の促進 

関係機関 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 障害者福祉計画の策定 

方針・目標 障害者基本法に基づく障害者福祉計画の策定を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

障害者福祉計画の策定 町 

計画策定 

 

 

 

計画策定 

 

事業の推進 
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第４章 未来をひらく人と文化を育む          〈教育・文化〉 

第１節 次代を担う人づくり 

 １．幼児教育と学校教育 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●新学習指導要領が小学校は平成 23 年度から、中学校は平成 24 年度から全面的に

実施されますが、円滑な実施に向けた取り組みを充実させていく必要があります。 

●国の子育て施策の一元化検討の動向や尐子化をふまえ、幼稚園、小・中学校のあ

り方、適正規模・配置について検討する必要があります。 

●本町では、松田町学校教育プランにおいて「生きる力の育成」を基本方針として

掲げており、幼稚園、小・中学校が連携して、児童・生徒の各段階に応じた発達

や必要・要求に応じた継続的な教育を実施していく必要があります。 

●学校施設や教材、設備の計画的な整備や教職員の資質の向上にも取り組んでいく

必要があります。特に築 36 年が経過し、老朽化が進む松田小学校は新校舎建設に

向けた計画づくりを進める必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

子どもたちの学校に対する満足度 86％ 90％ 

保護者の教育方針に対する理解度 80％ 85％ 

「生きる力」を育成する教育を推進するため、幼稚園・小・中学校の学びの連

続性を捉えた教育を実践するとともに、家庭・地域との連携を強化し、「開かれた

学校」を構築することにより、確かな学力、豊かな人間性、健やかな体をあわせ

持った子どもを育みます。 

幼稚園・小学校・中学校が教育方針を共有し、一人ひとりの発達に応じた教育が

実践されることにより、自立心と社会性に富む人材が育成されています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 連携教育の推進                  

方針・目標 
幼稚園・小学校・中学校の連携教育を図り、子どもたちに対して継続し

た指導・支援を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

幼・小・中教育推進会議・連絡

会の開催 
町 

会議内容の確認・評

価 

 

 

交流事業の実施 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 安心・安全な学校づくり 

方針・目標 学校警備員による子どもの安全確保の充実、強化に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

学校警備員配置事業 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 食育の推進 

方針・目標 
子どもたちの健やかな心や体を育てるため、地域や家庭と連携を図りな

がら、食育を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

学校給食研究会の開催 町 
会議内容の確認・評

価 

 

 

 

施  策 多様なニーズに対応する教育の推進 

方針・目標 
子どもたちの個々のニーズに対応するため、特別支援教育の充実や学習

支援者介助員の配置など、きめ細かな支援体制の構築に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

学習支援・介助員配置事業 町 
事業の評価・見直し 

 

 

心の相談員配置事業 町 
事業の評価・見直し 
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施  策 国際理解教育の推進 

方針・目標 
外国人英語指導助手による発達段階に応じた英語指導を行うことによ

り、園児・児童・生徒の語学力向上や国際理解教育を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

国際理解教育振興事業 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 教職員の育成と支援 

方針・目標 
児童・生徒の教育に直接関わる教職員が、幅広い視野と専門職としての

深い知識を得られるよう、積極的に研究や研修活動を奨励し、その成果

が学校現場に還元されるよう努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

町新規採用者教職員研修会 町 
事業の評価・見直し 

 

 

学級・学年運営研修会 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 情報教育の充実 

方針・目標 
学校 ICT 事業により導入された ICT 機器（電子黒板、パソコン等）を活

用し、児童生徒の学習環境の充実に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

生徒用パソコン購入 町 
パソコン購入 

 

 

 

施  策 時代に対応した教育のあり方の検討     

方針・目標 
新たな時代に対応するため、町内幼稚園、小・中学校のあり方、適正

規模・配置について検討を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

教育のあり方の検討 

町民 

関係団体 

町 

あり方研究会 

 

町民・関係団体・町

との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

町教育方針の推進 
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施  策 教育環境の整備              

方針・目標 

学校施設・設備の計画的な整備を進めるほか、教科指導方法や教科内

容の高度化に対応するため、教具・備品の充実に努めます。なお、松

田小学校の整備に向けた計画づくりを進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

学校施設整備事業 町 
各 学 校 施 設 の 整

備・検証 

 

 

教科用指導書・教材・備品購入

事業 
町 

事業の評価・見直し 
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 ２．青少年健全育成 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●青尐年を取り巻く環境は、尐子化・核家族化・都市化・高度情報化など社会環境

の急激な変化にともない、有害な情報の氾濫など青尐年の成長過程に様々な形で

影響を与えています。 

●青尐年が社会のなかで、自分の生きる方向性を主体的に見い出し、自ら責任を持

って行動できるよう、家庭・学校・地域・町が一体となって青尐年の健全育成を

進めていくほか、育成組織の充実・強化を図っていくことも重要な課題となって

います。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

青尐年相談員数 16 人 20 人 

ジュニアキャンプ教室参加者数 61 人 70 人 

ジュニアリーダースクール参加者数 54 人 70 人 

家庭や地域の重要性を再認識し、学校・家庭・地域・町が一体となって青尐年

の健全な育成に努めるとともに、青尐年が心身ともに健全に育つ社会環境づくり

を進めます。 

青尐年を取り巻く環境の整備を行うことにより、青尐年が心豊かにたくましく育

ち、地域社会への参加や多様な体験をすることが実現しています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 青尐年団体の育成 

方針・目標 
青尐年の健全育成を促すため、子ども会、青尐年指導員、尐年尐女ス 

ポーツ団体活動の支援を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

支援組織の育成 町 
事業の検証 

 

 

青尐年指導員の育成 
町 

関係機関 

事業の検証 

 

 

青尐年指導者講習会 
町 

関係機関 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 総合的な学習活動の場の充実 

方針・目標 
青尐年を対象とした事業への積極的な参加を促していくとともに、事業

の総合的な充実を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

ジュニアキャンプ教室 
町 

関係機関 

事業の評価・見直し 

 

 

ジュニアリーダースクールの開

催 

町 

関係機関 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 家庭・学校・地域の連携の推進 

方針・目標 
学校・家庭・地域が一体となり連携を図りながら青尐年の健全な育成に

努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

学校・家庭・地域の連携強化 

町民 

関係機関 

町 

組織体制の推進・検

証 
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第１節 いつでも、誰もが学べる環境づくり 

 １．生涯学習 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●図書館では、団塊世代の退職等による利用者の増加、若年者の本離れ、本を求め

る利用者ニーズの多様化などの変化にいかに対応していくか、また、利便性を上

げる広域的なシステムの構築が今後の課題となっています。 

●高齢化・情報化・国際化による社会の変化を受け、町民の学習に対するニーズが

多様化・高度化しており、生涯学習の充実・発展は、必要不可欠なものとなって

います。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

各種講座の参加者数 1,311 人 1,600 人 

町民のニーズにあった学習事業の充実や、公民館・地域集会施設を活用した事

業の展開を図ります。また、学校教育との連携を進めます。 

年齢に関係なく学びたい人が、いつでも、どこでも学ぶことのできる場の提供・

確保に努めます。 

また、図書館では多様化するニーズに対応する資料の収集、迅速な提供に向け

た検索システムの整備、また、利便性をあげる広域的システムの構築を進めます。 

町民一人ひとりがあらゆる場所で、あらゆる学習機会が得られ地域のコミュニテ

ィの実現につながっています。 

また、図書館システムの整備により、町民ニーズに対応した図書資料の提供がよ

り充実したものとなっています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 生涯学習環境の整備           

方針・目標 

身近な自然環境や歴史・文化などの地域資源を生かした事業の展開、生

涯学習活動の拠点となる施設や設備の充実を図ります。 

自然や環境、歴史、文化、さらに松田スタイルを体験できるプログラム

の開発・実践を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

様々な資源の活用 町 
事業の評価・見直し 

 

 

生涯学習施設の提供と整備 町 
事業の検証 

 

 

 

施  策 自主的な学習への支援 

方針・目標 
町民の学習ニーズに対応するため様々な指導者となる人材の発掘に努め

ます。また、自主的なサークルの育成を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

ボランティアなど町内の方々の

指導者の発掘、サークル団体等

への支援育成 

関係団体 

町 

事業の検証 

 
 

 

施  策 生涯学習情報の提供 

方針・目標 
町ホームページへの掲載、団塊世代の方々が新たに何かをしたい、また

転入されてきた方々にも町をより知っていただくために生涯学習手引書

により幅広い情報の提供を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

情報の提供の充実 町 
事業の評価・見直し 
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施  策 公民館、地域集会施設を活用した事業の展開 

方針・目標 
公民館、地域集会施設を有効に活用するため、出前講座やサークル団体

へ積極的な利用の呼びかけを行っていきます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

講座・教室などの充実 町 
事業の検証 

 

 

 

施  策 学校教育との連携 

方針・目標 
子どもたちへの教育を広い視野で考えていくため、教職員、保護者、地

域住民、行政との交流の場を設けていきます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

家庭・学校・地域・行政との連携 

関係団体 

町 

学校 

町民 

 

事業の検証 
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第３節 豊かな文化の創造とスポーツの振興 

 １．地域文化の創造 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●本町では公民館登録団体などを中心に文化活動が展開され、団体活動の発表の場

として町文化祭が年１回開催されていますが、参加者の固定化や指導者・後継者

不足といった問題もみられます。 

●町民文化センターは、町民の文化活動の中心施設、文化情報の発信基地として位

置付けており、地域の活性化の先進的施設としての役割を果たしています。 

 利用者増の対策について、計画的な取り組みが必要です。 

●町の文化財として 19件の無形、有形の文化財が指定されているほか、この他にも

指定されていないものもあり、これまでの知られていない足柄地域における町の

文化や歴史的な価値を考え、町民の方が分かるように説明や表示などの整備を進

めていく必要があります。 

●「松田の歴史探訪」や「文化財講習会」の開催を通して町重要文化財の保護及び

町民への啓発活動を行っています。 

●中学生対象の「民俗芸能伝承教室」の開催を通して町指定民族芸能文化財「大名

行列」の後継者の育成及び継承を進める必要があります。 

●町民文化センター施設は建設から約 29年経過して老朽化が進んでいるため、今後

大規模工事を計画的に行います。 

公民館登録団体などの自主的な文化活動の活性化を進めるため、指導者や活動

団体の育成・支援を進めていくほか、町民の芸術・文化活動の振興に向けた活動

発表をする場の拡充に努めます。 

今後、公民館の効率的な利用が図られるよう運営の改善を計画的に行っていき

ます。 

また、文化財を保全・活用していくとともに、地域文化の伝承とあわせて、担

い手の育成を進めます。 

文化活動の拠点である町民文化センターの補修を進め、利用者の安全性、利便性

が図られています。 

また、伝統芸能など町無形文化財の伝承の重要性を多くの町民が認識し、次代へ

伝承していく後継者が育てられています。 



  

 - 69 - 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

定期的に文化活動に参加している町民の

割合 
4.2％ 5.1％ 

文化芸術活動団体数 34 団体 39 団体 

 

 

〔実行計画の内容〕 

施  策 文化芸術活動の推進 

方針・目標 町民の芸術活動の振興を図るため、活動発表する場の拡充に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

文化活動団体の育成 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 活動団体の支援と育成 

方針・目標 
公民館登録団体などの自主的な文化活動の活性化を進めるため、指導者

や活動団体の育成・支援に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

活動団体への支援 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 文化財の保全・活用 

方針・目標 
地域に残る文化財を保全していくとともに、歴史的な資源として地域学

習などに活用していきます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

文化財の保全 町 
事業の検証 

 

 

地域資源としての積極的な活用 町 
事業の検証 
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施  策 伝統芸能などの保存・伝承 

方針・目標 
地域に残る伝統芸能などを保存していくとともに、次代に伝承していき

ます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

伝統芸能の保存・伝承 町 
事業の検証 

 

 

 

施  策 町民文化センターの運営・施設整備 

方針・目標 
町民文化センターのさらなる有効活用を図るとともに老朽化にともな

い、施設整備を順次実施します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

町民文化センターの効率的運営 町 
事業の評価・見直し 

 

 

施設整備改修 町 
施設整備・検証 
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 ２．スポーツ・レクリエーション 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●近年、健康や体力づくりの意欲が高まっているなか、スポーツに対する町民のニ

ーズもますます多様化していますが、その一方では小学生など子どもの運動能力

が低下傾向となっています。 

●子どもの体力向上に向けた諸施策を展開していくとともに、スポーツを通じた町

民による世代間交流などの展開を図りながら、生涯に渡るスポーツ活動の支援・

充実を図っていくことが必要とされています。 

●本町のスポーツ・レクリエーション活動では、町・体育協会・体育指導委員など

と連携し、各種スポーツ大会やスポーツ教室を開催するとともに、各スポーツ登

録団体による様々な活動が展開されています。 

●町立体育館や各小中学校の体育館などの様々なスポーツ施設は、町民のスポーツ

活動の拠点として活発に利用されているため、施設の改善整備を図ることが必要

とされています。 

●総合型地域スポーツクラブは、現在、設立準備をしている組織があります。この 

組織としての活動内容等は検討中のため、今後、町との連携方法などを踏まえて 

対応を検討します。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

スポーツ教室・講習会開催数・参加者人

数 
７回・512 人 12 回・600 人 

町民一人ひとりが体力・年齢に応じた適正なスポーツ・レクリエーション活動

が可能となるよう、拠点整備や各種スポーツ大会の開催、団体の育成、推進体制

の強化を進めます。 

だれもが・いつでも・どこでも気軽にスポーツを楽しむことができる場の普及と、

健楽ふれあい広場、町民親水広場、町立体育館等社会体育施設の整備を図ることで、

町内はもとより他市町からの利用者が増加しています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 スポーツ・レクリエーション活動の普及 

方針・目標 
だれもが気軽にスポーツ・レクリエーション活動が楽しめるスポーツ教

室や講習会等を体育指導委員並びに既存スポーツ団体と連携して開催

し、スポーツ活動の普及に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

各種スポーツ大会・教室の開催 

体育指導 

委員会 

体育協会 

関係団体 

町 

 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 指導者及び諸団体の育成 

方針・目標 
各種スポーツに応じた指導者の養成と資質の向上のため、リーダー養成 

講習会等の開催を進めます。 

各種団体の活動情報の収集及び提供を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

指導者・リーダー養成研修の開

催 

体育指導 

委員会 

体育協会 

関係団体 

町 

 

事業の評価・見直し 

 

 

各種スポーツ団体の育成 

体育指導 

委員会 

体育協会 

関係団体 

町 

 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 スポーツ・レクリエーション施設の整備・充実 

方針・目標 
町民の多様化するスポーツ活動に対応するため、スポーツ・レクリエー 

ション施設の整備を進めます。 

学校施設の開放などの利用を進め、地域の活動の場を充実します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

スポーツ・レクレーション施設

改修事業 
町 

施設整備・検証 

 

 

学校体育施設の開放 
関係団体 

町 

事業の評価・見直し 
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第５章 創造性豊かな活力を育む              〈産 業〉 

第１節 魅力ある農林業の振興 

 １．農林業の振興 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●本町の農業は、松田地区のみかんや寄地区のお茶が主要作物として生産されてい

ますが、農家戸数や耕地面積が減尐傾向にあるとともに農業従事者の高齢化が進

んでおり、今後も高齢者の割合がますます高まると考えられます。 

●近年では担い手の高齢化や鳥獣被害などによる営農意欲の減退、後継者不足など

により農業生産力の低下や農地の荒廃化が懸念されます。 

●厳しい営農環境のなか、農業委員会や農業団体等と連携し、基盤整備、販売体制

の確立、観光農業の推進などにより農業振興を図っていく必要があります。 

●新鮮・安全・安心な地元農産物の供給と農業に対する町民の理解を深めるための

地産地消や、地元の農産物を利用した加工品の開発等による農業経営の安定化と

農産物のブランド化などを進めていく必要があります。 

●本町の森林面積は、町全体の面積の約 75%を占めており、森林は木材生産の場であ

るとともに、水資源確保・緑地保全及び災害防止の一端を担っていますが、林業

従事者の高齢化や後継者不足、木材市場の低迷により手入れのいき届かない林地

が増えてきています。 

●緑豊な森林となるよう、間伐及び日照確保が図れるよう枝打ちを実施し、森林の

多面的機能の発揮と林業の育成・整備を実施するため町森林組合と連携しながら

対応していくとともに、優良材の生産や健全な森林を育くむための基盤となる管

理道整備を自然環境に配慮しながら進めていく必要があります。 

担い手の減少等厳しい営農環境のなか、活力ある農業振興を図るため、都市型

農業の確立と付加価値農業の展開を進めます。 

水源かん養、土砂流出・崩壊防止といった森林の持つ多面的機能を発揮し、活

用できる管理道の維持、整備及び林業の適切な管理などの森林基盤整備を進めま

す。 

また、森林育成と緑地保全・水資源の安定的確保を図るため「水源の森林づく

り事業」を進めます。 

地産地消や収穫体験等の都市型農業や観光農業等により、安定した収入が得ら

れ、新規就農者等により担い手も確保され農地も保全されています。 

また、「水源の森林づくり事業」により森林整備のための管理道が整備され、林

業の適切な管理が進み、森林育成と緑地保全・水資源の安定的確保が図られていま

す。 



  

- 74 - 

 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

１戸当たり耕地面積 0.34ha/戸 0.34ha/戸 

農林業の振興についての満足度 2.4％ 21.6％ 

森林面積 2,855ha 2,855ha 

 

 

〔実行計画の内容〕 

施  策 都市型農業の推進 

方針・目標 直売所等を利用した地産地消を支援します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

地産地消のための活動支援 
関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 付加価値農業の推進 

方針・目標 
育成から収穫のできる（宿泊型を含む）体験農場の検討、整備を支援し

ます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

体験型農業等の支援 
関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 有害獣被害対策 

方針・目標 有害獣被害防護柵の維持・管理・整備に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

有害獣被害防護柵の維持・管

理・整備 

関係団体 

町 

維持管理等の評価・

見直し 
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施  策 農地の維持 

方針・目標 
耕作放棄地対策を進めます。 

農地の荒廃地化を防ぎ、優良農地の確保に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

中山間地域等農業活性化支援事

業補助金 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

農地間農道の整備 

 

関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

（＊中山間地域等農業活性化支援事業：国の制度が平成 26年度まで） 

 

施  策 生産基盤の整備 

方針・目標 
林業関係団体への支援を進めます。 

森林の除・間伐や造林の支援を進めます。 

管理道等の整備を進め、林業生産基盤の強化を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

森林組合の育成・支援 
関係団体 

町 

支援等の検証 

 

 

林業生産基盤の整備 
関係団体 

町 

事業の評価・検証 

 

 

 

施  策 森林の保全・育成             

方針・目標 

水源かん養などの森林機能を保全するため、啓発活動を進めます。 

森林の除・間伐や造林の支援を進めます。 

町有林についても、水源環境保全・再生市町村交付金を活用して整備を 

進めます。 

子どもたちが自然と親しめる体験学習等の機会の充実を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

森林保全意識の高揚 町 
事業の検証 

 

 

水源の森林づくり事業の推進 
関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

町有林の整備 町 
事業の評価・見直し 

 

 

体験学習等の実施 
関係団体 

町 

事業の実施 
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第２節 活力を創造する商工業の振興 

 １．商工業の振興 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●ＪＲ松田駅・小田急新松田駅周辺地区を中心に商店街が形成されている本町では、

足柄上地区の商業の中心地として栄えてきましたが、買い物への移動手段が電車

から車主体に変ったため、道路の狭い町では交通渋滞や商店のお客様駐車場が完

備されていないこと、人口の減尐、近隣市町での大型店の開設等により、近年町

内での消費需要はますます減尐傾向にあります。 

●これまで経営の近代化促進に向けて、町商工振興会が中心となって若手後継者の

育成や商店街活性化の調査研究を進めてきており、今後は新しい時代に対応した

商工振興策として、空き店舗の有効活用や事業主の自助努力による商店街の改修

とあわせ、サービスの向上などによる活性化を図る必要があります。 

●中小企業は、経営の近代化・合理化が当面の課題であり、県や関係団体との連携

による情報提供や指導が行われており、経営の安定と健全な発展を図るため、各

種融資制度の利用促進が必要とされています。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

商工業の振興についての満足度 3.2％ 34.5％ 

商工振興会会員数 266 人 270 人 

商業においては、消費者の購買行動の多様化に対応できる商業の形成を図ると

ともに、商業者の自助努力や町商工振興会の活動の支援をするなかで、町民はも

とより観光客にとっても魅力あるまちづくりを進めます。 

また、中小企業の育成や体質強化、経営の安定化を進めるため、支援体制の充

実に努めます。 

工業においては、既存企業の経営の安定化に向けた支援体制の充実に努めます。 

商工業は、地域のニーズに対応した活動を展開し、商工振興会等の協力・支援に

よる各種イベントの実施や特産品の開発による消費の拡大を図り、安定した経営が

図られています。 

町民は、隣近所の助け合いや宅配サービスにより一人暮らしの高齢者でも安心し

て買い物ができています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 経営の安定化 

方針・目標 
中小企業の経営安定化のための支援を進めます。 

商店街の活性化による消費の拡大を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

中小企業退職金制度奨励補助 町 
事業の評価・見直し 

 

 

中小企業信用保証料補助 町 
事業の評価・見直し 

 

 

小規模事業者経営改善資金利子

補助 
町 

事業の評価・見直し 

 

 

商店街活性化対策事業補助 町 
事業の評価・見直し 

 

 

商工振興会の支援 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 観光と連携した商業振興          

方針・目標 観光客による消費の拡大に向けた取り組みを進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

桜まつり等の各種イベントの実

施 

町 

関係機関 

事業の評価・見直し 

 

 

地場産品の販売 関係団体 
事業の検証 

 

 

 

施  策 特産品開発事業の支援           

方針・目標 特産品の開発による消費の拡大に向けた取り組みを進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

特産品開発事業補助 
町 

関係機関 

事業の評価・見直し 
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施  策 
新松田駅前等基盤整備事業に伴う商店街の活性化  

                     

方針・目標 

新松田駅前等の基盤整備事業に伴う商店街の活性化についての検討を進

めます。また、まちの回遊性につながる魅力のある店舗づくりへの支援

を進めます。 

町民の暮らしを支える多彩なサービスの提供を促進します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

新松田駅前等の基盤整備事業に

伴う商店街の活性化についての

検討 

町 

関係機関 

活性化についての

検討・推進 

 

 

魅力のある店舗づくりへの支援 町 
事業の実施 
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第３節 地域の資源を活かした観光の振興 

 １．観光の振興 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●本町の主な観光資源は西平畑公園の催し物（ハーブフェスティバル・きらきらフ

ェスタ・桜まつり）や観光まつり（百八ﾂ火・大名行列）・あしがら花火大会・若

葉まつりなどがあり、毎年多くの観光客が訪れているので、これらのまつり等を

継続して実施し、集客に努めたい。 

●酒匂川の鮎釣り・シダンゴ山などのハイキング・中津川のキャンプや釣り・みか

んオーナー制度やみかん狩り・ミニＳＬなど、自然を活かした施設や最明寺史跡

公園・延命寺・桜観音などの史跡資源も多く残されており、一年を通じて賑わい

を見せているので、遊歩道等の整備を実施し、観光客の増加を図りたい。 

●近年、価値観の多様化や自由時間の増大を背景に、観光ニーズは多様化、高度化

していることから、今後はインターネットを利用したＰＲや近隣市町とのネット

ワーク化による観光の振興を図っていく必要があります。 

●本町の観光振興の中心的な組織となる観光協会への支援を継続していく必要があ

ります。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

観光客数 783 千人 800 千人 

観光振興についての満足度 19.4％ 38.4％ 

     

豊かな自然と豊富な歴史、文化資源を活かし、観光資源や拠点となる関連施設

の整備を図り、農業と連携した魅力ある観光のまちづくりを進めます。 

また、広域的な連携による観光振興を進め、入込客の増加に努めます。 

豊かな自然を生かした桜まつりや大名行列等の歴史・文化資源を生かした観光ま

つり等を継続して実施しています。また、広域的な観光宣伝により観光客の増加が

図られています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 推進体制の充実              

方針・目標 

観光振興の中心となる観光協会を支援します。 

広域的な組織による観光振興を進めます。 

まちのファン・応援団組織の創設を進め、観光の振興を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

観光協会への支援 町 
継続的な支援 

 

 

広域観光圏による観光振興 
関係団体 

町 

事業の評価・見直し 

 
 

まちのファン・応援団組織の創

設 

関係団体 

町 

事業の実施 

 
 

 

施  策 観光資源の活用と開発 

方針・目標 

新たな観光資源の発掘に努めるとともに、現存する資源の利活用や保全

に努めます。 

農業と連携した魅力ある観光振興を進めます。 

農業・林業・商業の連携による観光づくりに力を入れます。 

松田山から見る富士山・大島・箱根外輪山の景色、澄んだ空気などを観

光に活かした取り組みを進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

ドックラン整備・運営 町 
整備 

 

運営 

観光資源等の活用・支援 
町 

関係団体 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 観光情報発信の充実            

方針・目標 
パンフレットやインターネット、ＴＶ等による宣伝を進めます。 

広域的な組織による観光宣伝を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

パンフレットの見直し 町 
見直し・作成 

 

見直し・作成 

 

インターネット等を活用した宣

伝 

町 

関係団体 

事業の評価・見直し 

 

 

広域的な観光宣伝 
町 

関係団体 

事業の評価・見直し 
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第６章 みんなが誇れるまちを育む    〈行財政、自治・まちづくり〉 

第 1節 町民・地域自治を育む 

 １．地域コミュニティと自治の育成 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●まちづくりに対する地域からの要望が多様化・複雑化するなかで、これまでの行

政主導のまちづくりだけでは対応が難しくなってきており、地域の方々と町とが

協働し、どのような地域にしたいのかという思いや、地域の課題・問題点の解決

に向けた取り組みを計画的に実施していくことが求められています。 

●多くの地域の方々で構成される自治会は地域コミュニティの中心であり、その自

主的な活動を行政が支援し、集会施設などを拠点とした地域づくりの補完に努め

ていくとともに、地域コミュニティ活動に対する財政的な支援や自治会の自立支

援策となる補助事業のメニュー化を進め、地域自治の活性化を図っていく必要が

あります。 

●地域コミュニティの拠点となる集会施設については、地元の負担などへの理解を

求めながら計画的に建設していく必要があります。 

●地域の取り組みの目標や方向性を地域の方々が中心に考え、地域の一人ひとりが

自主的に地域コミュニティ活動を行えるための支援が求められています。 

●地域の課題・問題点の解決に向けた取り組みを行うため、少子高齢化に対応でき

るコミュニティの規模の検討や、自治会間の負担の不均衡の解消を踏まえ、自治

会の再編や新たな地域コミュニティの枠組みなどを検討する必要があります。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

自治会への加入率   

 

 

地域の方々が知恵を出し合い、町民一人ひとりが地域の課題や地域を将来どう

していきたいのかなどを考えていけるような地域のコミュニティの形成を図りま

す。また、自治会の自主的な活動を行政が支援し、地域コミュニティの中心とし

て自立した組織となるよう補助事業のメニュー化などの支援策を講じます。 

行政と地域の協働を推進するために、行政が地域コミュニティにかかわり、財政

支援などで補完することによって、地域の特色を活かした個性ある自主的な活動が

活発になり、地域だけでは解決できない課題・問題の解決に向けた取り組みをする

ことができます。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 コミュニティ施設の活用と活動の活性化 

方針・目標 

地域における様々な交流を通じて、コミュニティ意識の高揚を図り、自

主的なコミュニティ活動の支援を進めます。 

地域での様々な活動を支えるボランティアや活動の中心となる人材など

の育成を進めるとともに、その活動を支援します。 

地域の抱える様々な課題などについて地域で解決していくことのできる

地域の仕組みづくりを進めます。 

地域コミュニティの拠点として地域の公民館、集会施設などの有効活用

を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

計画的な地域集会施設の建設 
町民 

町 

     

建設 

    建 設         

 

地域集会施設を利用した福祉活

動の展開 

町民 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 コミュニティ活動に対する支援       

方針・目標 

自治会の自主的な活動を行政が支援し、集会施設などを拠点とした地域

づくりに努め、地域コミュニティ活動に対する財政支援や自治会の自立

支援策として補助事業のメニュー化を行い、自治会の活性化を図ります。

また、地域コミュニティなどでの様々な活動状況の情報発信を支援し、

地域コミュニティ間の交流を促進していきます。 

地域コミュニティなどの地域独自の取り組み・活動などへの支援を進め

ます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

活動団体の育成・支援 町 
事業の評価・見直し 

 

 

自治会再編の検討 
町民 

町 

 自治会再編の検討 

 

活動状況などの情報発信 
町民 

町 

事業の検証 
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 ２．町民参加・主体のまちづくり 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●町民の方々からの要望が多様化・高度化し、厳しい財政状況、権限委譲や地方分

権の本格化など、これまでの行政主導のまちづくりだけでは対応ができなくなっ

ており、限られた財源や人材を最大限に有効活用しながら、複雑・多様化する行

政課題への対応にはこれまで以上の努力が求められ、特に優先課題への取り組み

が必要となっています。そのため、町民と一体となった協働のまちづくりを進め

ていく必要があります。 

●地域や、地域に住む町民の方々の実情をよく把握している自治会の町への参加は、

協働のまちづくりの推進にとって重要度が増しているため、自立した体制づくり

を進めていく必要があります。 

●町民の方々の町への参加はますます重要になってきており、町民の参加体制の確

立や機会の拡充に努め、行政課題や優先課題などの解決を図る必要があります。 

●自治会やボランティア団体などの地域コミュニティによる公益的な活動が活溌に

なるなかで、それぞれの個性ある活動に取り組むことができるよう協働によるま

ちづくりの仕組みが必要になっています。 

●町政への町民参画の機会の拡充や町民と町とがパートナーとして、公共を担う協

働で進めるまちづくりの仕組みづくりが必要になっています。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

町民参加機会に対する町民の満足度 ― 80.0％ 

住民提案制度の進捗度 未実施 
制度に基づいた

実施 

町民主体のまちづくり体制の確立をめざして、町と町民との協働のもとに、町

の様々な施策において町民参加の機会の拡充を図るとともに、町民の声を活かし

た行政サービスを展開します。 

「松田町」を町民に知ってもらう機会になると同時に、多くの町民の声をまちづ

くりに反映させることができ、また、行政単独では解決できない問題などを町民が

補完し、協力することにより問題解決が迅速化されるなど、サービス供給や行政運

営の効率化が図られています。 

町民が行政運営やまちづくりなどに直接参加できる環境が整備され、地域住民と

企業、町が共に考え、責任を担う協働のまちづくりが進められています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 町民参加機会の充実 

方針・目標 

各種委員会等に多くの町民が参加できるよう制度の改正等を進めるとと

もに、定期的な地域懇談会等の開催を進めます。 

ホームページを活用し、町民アンケートや意見の聴取などを行い、町の

意思決定過程における公正の確保と透明性の向上を図ります。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

地域懇話会の定期的な開催 
町民 

町 

事業の検証 

 

 

各種審議会条例等の見直し 
町民 

町 

見直しの検討 

 

 

パブリックコメント制度の確立 
町民 

町 

事業の確立・評価 

 

 

 

施  策 町民によるまちづくり活動の支援 

方針・目標 
町民と町の協働のまちづくりを進め、町民が主体となり、地域の活性化

等につながる活動に対する支援制度の確立を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

住民提案制度の確立 
町民 

町 

事業の確立・評価 
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 ３．人権・男女共同参画 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●今日では高齢者や女性、障害者や外国籍住民など、偏見や差別意識等が複合して

深刻な人権問題となっているケースや、インターネットによる他人を誹謗中傷す

る表現や差別を助長する表現など、人権に関わる新たな問題も発生してきていま

す。 

●人権啓発を進め、人権問題を自分の問題として考え、その解決に向けた自発的な

行動をとることのできる社会づくりをめざしていく必要があります。 

●関係機関とも連携を図りながら、それぞれの発達段階に応じて人権尊重の意識を

高め、子どもの頃から人権感覚の磨かれた子どもを育成していくことが求められ

ています。 

●本町では、男女共同参画社会を築きあげていくため、町民の方の意識改革を啓発

する講演会・研修会や広報紙でのＰＲを進めていますが、審議会や委員会などに

おける女性の割合も１割に満たないことから、さらなる意識啓発に取り組んでい

く必要があります。 

●男女共同参画事業とあわせて父親・母親教室等の保健事業、子育て支援センター

事業など、関係各課・機関と連携を図りながら、広域的な活動を取り入れていく

必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

審議会等における女性の登用率 7.0％ 10.0％ 

委員会等における女性の登用率 4.5％ 10.0％ 

人権問題における対策事業を進め、各種啓発活動の積極的な推進と充実を図り

ます。 

また、男女が性別によって差別されることなく、個人としての尊厳と人権が守

られ、社会のあらゆる分野で自己の持つ能力が発揮できる社会を目指します。 

女性参画者の増加により、多角的に議論が行えます。これにともない、今までと

は違う町民層からの意見の取り入れが可能となり、より多くの町民ニーズを取り入

れた政策が実現可能となっています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 人権問題対策事業の実施 

方針・目標 
現況に応じた人権問題に対応できるよう、相談員の知識の充実を図りま

す。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

相談窓口の充実 町 
事業の検証 

 

 

 

施  策 各種啓発活動の推進 

方針・目標 
町民が人権について正しく理解し、行動がとれるよう啓発活動を進めま

す。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

人権啓発講演会の開催 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 行政における意思決定への女性の参画 

方針・目標 

町の各種審議会・委員会への女性の積極的な参画を促進することによ

り、町の政策・方針づくりに女性の声をより多く反映させるように努

めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

各種審議会・委員会への登用促

進 
町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 男女共同参画の意識啓発 

方針・目標 町の広報紙や講座・セミナーなどを開催し、意識啓発に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

広報紙でのＰＲ 町 
事業の評価・見直し 

 

 

広域的な講座・セミナーの開催 町 
事業の評価・見直し 
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施  策 就労機会の拡大及び社会活動参加への支援 

方針・目標 女性の就労機会の拡大や社会活動参加への支援を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

女性の雇用促進 町 
事業の検証 
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第２節 創造的な行財政運営の推進 

 １．行政運営 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●社会・経済情勢の変化に柔軟かつ迅速に対応し、総合計画を着実に推進するため

には、町民本位の開かれた町政のもとで、自治会や各種団体との一層の連携協力

を図りつつ、分かりやすく、効果的・効率的に施策・事業を展開していく必要が

あり、新たな時代に対応する行政運営を積極的に進めていく必要があります。 

●これまで３回にわたり、その時代に沿った行政改革に取り組んできましたが、社

会経済情勢や町財政状況の見通しは厳しく、継続して行政改革に取り組んでいく

必要があります。 

●多様化・高度化する町民の要望や、権限委譲や地方分権などへの対応など職員の

知識力の向上が求められており、また、厳しい経済情勢のなかにあって行政課題

を解決しなければならないため職員の創造力の向上が求められています。 

●多様化する町民の生活やニーズに対応するため、平成 22 年度にホーム-ページを

リニューアルし、町民へのサービスや情報提供の充実を図ってきましたが、今後

も更新頻度を高めていくとともに、様々な情報を提供・発信していくことが必要

です。 

●効率的な事務事業の展開や行政組織づくり、職員の能力の向上のために、町民の

声に耳を傾けるための仕組みづくりと、町民の声を踏まえた町政運営を進めてい

くことが求められています。 

社会経済の動向や地方分権の進展、町民意識の醸成といった行政を取り巻く環

境の変化に対応し、町民の要望に応えるため、新たな行財政運営に努めます。 

また、町民への情報提供・公開を行いながら要望を継続的に把握し、町民ニー

ズに対応した多様で的確な質の高いサービスの提供に努めます。 

町民一人ひとりが、自らの暮らす地域のあり方について自ら考え、主体的に行動

することができる新たな時代に対応する行政運営が行われています。 

広報活動の充実により、町民の生活に活気と笑顔が増えています。 

町民と町をつなぐツールとして、町民側からも積極的な情報発信があり、町民と

町がより身近なものとなっています。 

町民の声を反映したまちづくりの実現のため、効率的な行政組織の見直しや、知

識力・創造力のある職員の育成に努めるとともに、情報提供や情報公開などを通じ

て「松田町」をよく知ってもらい、協働によるまちづくりを推進することにより、

町民サービスや行政運営の効率化が図られています。 
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●現在、第三次行政改革を推進していますが、行政改革の推進は今後の行政運営に

とって必要不可欠であることから、新たに第四次行政改革大綱を策定し、推進し

ていく必要があります。 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

町のホームページアクセス数 
183,000 件 

(平均 500 件/日) 

219,000 件 

(平均 600 件/日) 

 

〔実行計画の内容〕 

施  策 行政運営の効率化 

方針・目標 
行政施策の適正な運用を図るための事務事業評価制度の導入や行政改革

のための新たなる大綱を策定し行政運営の効率化を進めます。 

町民の積極的なまちづくりや町への参加システムの確立をめざします。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

事務事業の抽出による評価 町 
事業の評価・見直し 

 

 

総合計画の進行管理・評価 町 
事業の評価・見直し 

 

 

事務事業実施後のアンケート 町 
事業の評価・見直し 

 

 

行政改革の推進 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 行政組織の見直し 

方針・目標 

庁内体制を見直しながら、創造的な企画・調整能力を充実し、効率的

な組織の見直しに努めます。 

また、職員の定員管理について、計画に基づく削減を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

組織体制の見直し 町 
実施 

 

 

第二次定員適正化計画の推進 町 
計画の評価 
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施  策 職員の資質の向上 

方針・目標 
行政施策の適正な運用を図るための評価制度の導入や行政運営の効

率化を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

職員研修計画の策定・実施 町 
計画の評価・見直し 

 

 

職員応対に関するアンケート 町 
事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 広報活動の充実 

方針・目標 

町民や町の活動を鮮度よくお知らせする広報紙・ホームページづくり

に努めます。 

町民の声が町政に反映できるような仕組みづくりを進めます。 

多様化する町民の生活やニーズに対応する広報活動に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

ホームページによる多角的な情

報発信 
町 

事業の検証 

 

 

見やすく分かりやすい広報紙の

作成 
町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 広聴活動の充実 

方針・目標 

町民の声を反映すべく、町と町民の相互発信を可能とする仕組みづく

りを進めます。 

町民が積極的に自らのまちづくりに参加できる機会をつくり、町民と

町が一体となって町づくりを行える体制を構築します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

広報紙・ホームページ等を通じ

て町民の意見や声を求める場の

創設 

町 

仕組みづくりの実

施・検証 

 

 

各種会議における公募の実施 町 
公募の実施・評価・

見直し 
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 ２．財政運営 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●現在の本町の財政は、歳入は 40億円前後で推移していますが、一般財源の主とな

る町税は 17 億円前後に留まり、なかでも法人税は減少する等、厳しい経済状況の

影響が顕れているほか、今後の人口減少による交付税の減額が見込まれ、起債に

よる財源確保が必須となれば、将来負担の増大が懸念されます。 

●歳出面では臨時財政対策債に代表される起債の償還が本格化することで公債費が

増加し、今後数年間は償還のピークが続きます。人件費については、職員手当の

削減等により支出を抑制してきましたが、福祉面を支える扶助費、補助費などの

経常的経費の支出割合が増加傾向にあります。 

●今後も歳入の減少による厳しい財政運営を強いられることが予想されることから、

行財政改革の着実な実行による効率的な財政運営に努め、経常収支比率が増大し

ないよう、財政に弾力性を持たせていく必要があります。また、定住促進を柱に

重点化した施策の運営が求められています。 

●町民に対しても財政状況をわかりやすく公表し、理解を図っていく必要がありま

す。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 
平成 22 年 

（平成 21 年度実積） 
平成 26 年目標 

実質収支（赤字）比率 △6.31％ △5.92％ 

実質公債費比率 8.86％ 8.84％ 

将来負担比率 99.8％ 105.0％ 

財政力指数 0.72 0.75 

経常収支比率 95.8％ 93.5％ 

起債制限比率 1.4％ 4.1％ 

財政構造の弾力性を確保し、財政運営の健全化・効率化に努めるほか、適正な

受益者負担の導入等に努力し、財源の安定化を進めます。 

町民の納税、使用料の適正な納付への意識が高まり、暮らしにおける共助・公助

に係る自主財源が増加します。 

財政が硬直化することがないよう、また、活力のある町になるよう、限られた財

源を有効に活用し、効率的に各種事業に取り組めるように配慮された財政運営をし

ています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 計画的な財政運営の推進 

方針・目標 計画的な財政運営の指針となる中期財政計画を策定します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

歳出計画の策定・公表 町 
策定・公表 

 

 

財政計画の策定・公表 町 
策定・公表 

 

 

 

施  策 財源の確保 

方針・目標 

人口定着の促進など課税客体確保に努めます。 

受益者負担の原則にもとづき、使用料などの適正化を図ります。 

地方交付税、補助金等の有効活用とその確保を図ります。 

広報等を活用し、納税意識の高揚に努めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

収納率の向上と体制の強化 町 
事業の評価・見直し 

 

 

施設等使用料の見直しの検討 町 
見直しの検討 

 

 

 

施  策 財政運営の効率化 

方針・目標 

投資的経費については、費用効果を考慮し､優先度の高い事業に重点的な

配分を進めます。 

財源の効率的運用を図るため、経常的経費の節減に努めます。 

公共事業の民営化、民間委託など、民間活力を導入し、合理的な管理運

営を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

財政状況の公表 町 
公表・検証 

 

 

意見収集と事業評価 町 
事業の評価・見直し 

 

 

単独補助金のあり方の検討 町 
事業の評価・見直し 
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 ３．広域行政 

■実現したいまち・暮らしの状態「各施策の取り組みが達成されたすがた」 

 

 

 

〔基本目標〕 

 

 

 

〔現況と課題〕 

●地域主権型社会の進展に伴い、町単独では解決できない新たな問題や課題などが

生じてきておりより特色ある行政サービスや個性豊かなまちづくりなどを主体

的・完結的に展開していくために、今まで以上に権限・財源を充実させる必要が

あります。 

●県西地域合併検討会での結論を踏まえ、２市８町の枠組みによる新たな連携組織

である神奈川県西部広域行政協議会を通じ、広域で取り組むべき課題の検討や地

域主権型社会への対応等の検討を進め、広域連携を強化していく必要があります。 

●仕事や学業で役場に来庁できない方が勤務地などの近くの行政での各種書類を取

得することのできる広域証明サービスの提供など、町民への行政サービスの向上

に向けた取り組みの検討を進めていく必要があります。 

 

〔基本目標指標〕 

項 目 平成 22 年 平成 26 年目標 

広域連携組織を活用し、財源を確保した

事業数 
８件 12 件 

広域による住民票・戸籍等の発行件数 ０件 180 件 

市町村が地域主権型社会の主役として、特色ある行政サービスや個性豊かなま

ちづくりなどを主体的・完結的に展開していくため、広域連携の強化を図ります。 

広域連携の強化により権限・財源が充実したことで町の行政執行能力が向上し、

効率的な行財政運営のもと町民サービスも向上しています。 
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〔実行計画の内容〕 

施  策 広域行政の推進 

方針・目標 

関係市町村との連携・協調を図りつつ、広域的プロジェクト等の推進体

制を強化し、より効果的・効率的な行政運営を進めます。 

地域主権型社会の主役として、町民にとってより便利で理想的なまちづ

くりを進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

広域連携による組織づくり及び

事業の実施 

関係市町 

町 

広域連携強化の組

織づくり 

 

 

広域連携の強化による権限・財

源の充実 

関係市町 

町 

事業の評価・見直し 

 

 

 

施  策 国・県との連携強化 

方針・目標 
国・県との綿密な連携を保ちながら、必要な事業などの実施や支援など

を積極的に要望します。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

各種施策の実現に向けた改正・

要望等の実施 
町 

継続的な要望 

 

 

 

施  策 広域行政体制の確立 

方針・目標 
関係市町村との連携と協調を図りつつ、戸籍等の広域交付体制の整備、

事業実施を進めます。 

取り組み 実施主体 
実施期間 

23 24 25 26 27 28 29 30 

「広域証明発行サービス」事業

の整備・推進 

関係市町 

町 

整備 

 

推進 

 

 


